科学技術政策研究所年報 2002年度活動報告 by 科学技術政策研究所 & 科学技術政策研究所
2003 年 2 月 27 日 (木) 〜 28 日 (金) に国際連合大学本部にて「第 3 世代技術予測と科
学技術政策における優先順位づけ - 第 2 回技術予測国際会議 - 」を開催。日本を含む 12
か国、3 国際機関の 20 名の専門家が各国の活動状況等について発表を行った。
写真は会議の様子。(本文参照)
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1. はじめに






























2 0 0 3  年  7  月
科学技術政策研究所
所 長  今 村  努
2. 1 年間の主な活動
(1) 平成 14 年度機関評価の実施
「国の研究開発評価に関する大綱的指針」 (平成 13 年 11 月 28 日内閣総理大臣決定) 等を踏まえ、第三者委
員 (委員長: 池上徹彦 会津大学学長) による機関評価 (当研究所の調査研究活動を含む運営全般の評価) を実
施し、2002 年 11 月報告書が取りまとめられた。
(2) 国際会議・国際セミナー
1.  国際会議
STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop
「創造的ナショナル・イノベーション・システムの構築」
2002 年 8 月 29 日 〜 30 日 (於 大韓民国済洲島 KAL ホテル)
技術予測国際会議
「第 3 世代技術予測と科学技術政策における優先順位づけ- 第 2 回技術予測国際会議 - 」
2003 年 2 月 27 日 〜 28 日（於 国連大学本部ウ・タント国際会議場）
2.  国際セミナー（本省と共催）




< No.87 > 「国際級研究人材の国別分布推定の試み」
< No.88 > 「平成 12 年版科学技術指標- データ集 - 改訂第 2 版」
< No.89 > 「ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析」
< No.90 > 「バイオテクノロジー研究開発と企業の境界 - 研究提携・技術導入・アウトソーシング・海外研究に関する調査報告 -」
< No.91 > 「科学系博物館・科学館における科学技術理解増進活動について」
< No.92 > 「産学官連携事例から見た地域イノベーションの成功要因解明の試み - 札幌、京都、福岡の産学官連携調査報告 -」
< No.93 > 「日本の技術貿易- 平成 12 年度 -」
< No.94 > 「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 世界の潮流と日本の現状」
< No.95 > 「研究開発に関する会計基準の変更と企業の研究開発行動」
< No.96 > 「産学連携 1983 - 2001」
 DISCUSSION PAPER:
< No.21 > 「Discussion of Importance Index in Technology Foresight」
< No.22 > 「日本のバイオ・ベンチャー企業 - その意義と実態 -」
< No.23 >
「The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing:An Empirical Study
of Japanese R&D Investment in the US 技術知識ソーシングにおける海外研究開発活動の役割:日
本企業による対米研究開発投資の実証分析」
< No.24 > 「研究開発における企業の境界と知的財産権制度」
< No.25 > 「個人のイノベーションとライセンス」
< No.26 > 「短期多部門計量モデル MS-JMACRO を用いた政府投資乗数の横断的・時系列的な相違に関する検討」
< No.27 > 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方 - 研究者自身が評価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査研究 -」
< No.28 > 「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析」
























































会議を 1 年間に 1 〜 2 回程度開催している。
(3) 組織
2003 年 3 月末における本研究所の組織と任務は下のとおり。
2002 年度末定員  53 名  
同年度客員研究官 計 65 名 (客員研究協力官を除く)


































< 2002 年度の主な人事異動 >
所長 : 間宮 馨 (2002 年 8 月文部科学省に出向)
 今村 努 (2002 年 8 月文部科学省より就任)
総務研究官: 下田 隆二 (2002 年 4 月東京工業大学に出向)
 平野 千博 (2002 年 4 月岩手県立大学より就任)
情報分析課長: 深澤 信之 (2002 年 4 月科学技術振興事業団より就任)
第１調査研究グループ
総括上席研究官: 小嶋 典夫 (2002 年 7 月理化学研究所に出向)
 今井 寛 (2002 年 7 月内閣府より就任)
総務課長: 青木 章吾 (2002 年 11 月科学技術振興事業団に出向)
 大柴 満 (2002 年 11 月原子力安全・保安院より就任)
第２研究グループ
総括主任研究官: 小林 信一 (2003 年 3 月併任期間満了)
第３調査研究グループ
総括上席研究官: 向山 幸男 (2003 年 3 月科学技術振興事業団に出向)
(4) 予算




2002 年度 2001 年度
◇科学技術政策研究所に必要な経
費 897,339 939,611  
1. 人件費 451,932 475,728 平成14 年度 (2002 年度) 末定員53 名
2. 経常事務費 91,733 96,456 一般管理運営客員研究官等
3. 官庁会計事務データ通信システム
に必要な経費 3,936 3,936  
4. 科学技術政策研究国際協力推進 15,214 15,209 国際協力課題国際シンポジウムの開催等
5. 科学技術政策研究に関する情報















な経費 0 69,001  
合計 897,339 939,611  



























































































































NISTEP はその基本使命の効果的達成に向け、今後の機関運営に当たり以下 (1) 及び (2) の諸課
題への取り組みを進めるべき。
(1) 顧客の明定と顧客満足に配意した使命遂行 - 調査研究成果の質の向上と政策立案
プロセスへの積極的寄与 -
 政策的・社会的要請に対応したテーマ設定、絞り込みと優先度付け


























































長 池上 徹彦 会津大学学長
委員 池澤 直樹  野村総合研究所コンサルティング部 チーフ・インダストリー・スペシャリスト
委員 鵜野 公郎 慶應義塾大学政策・メディア研究科 教授
委員 笠見 昭信  東芝 監査役会議長 監査役
委員 都河 明子 東京医科歯科大学 留学生センター・教養部 教授
委員 鳥井 弘之 東京工業大学原子炉工学研究所 教授
委員 中島 尚正 放送大学東京多摩学習センター 所長
委員 原山 優子 東北大学大学院工学研究科 教授
委員 松本 和子 早稲田大学理工学部 教授
委員 薬師寺 泰蔵 慶應義塾大学法学部 教授
(検討経過)





5 月 28 日 (火) 第 2 回会合
研究所運営
行政部局関係者からのヒアリング
< 文部科学省科学技術・学術政策局 井上 正幸次長 >
各グループ等活動概況及び調査研究課題評価
前回機関評価での指摘事項への対応状況
6 月 21 日 (金) 第 3 回会合
国内外関係機関との協力等に係る意見聴取・討議








8 月 29 日 (木) 第 5 回会合
機関評価報告書骨子案検討








- 第 2 回技術予測国際会議 -
開催期間:




2000 年 3 月に当研究所が開催した第 1 回技術予測国際会議において、技術予測は、技術的可
能性の探求に主眼を置いた第 1 世代、市場の観点を取り入れた第 2 世代を経て、技術を受け入れ
利用する側の市民等社会各層の関係者が参画する第 3 世代へと移行しつつあることが、認識され
た。
この会議から 3 年を経た現在、各国で第 3 世代予測への展開が図られ、成果が生まれつつある。
同時に、科学技術政策との連携が強く意識されるようになり、重点化戦略の策定等に貢献する技術





会議は、基調講演及び 6 つのセッションから構成された。各セッションにおいて、日本を含む 12 か













講演: 軽部征夫 (東京工科大学) 、コメント: Kerstin Cuhls (ドイツ) 、Qiquan Yang (中
国)
・情報通信技術
講演: 生駒俊明 (一橋大学) 、コメント: Ken Ducatel (欧州委員会) 、Youngrak Choi
(韓国)
・ナノテクノロジー
講演: Greg Tegart (APEC) 、Yann Cadiou (フランス) 、コメント: 奥和田久美 (科学技
術政策研究所)
○セッション 3「各国の技術予測活動 - 欧州」
講演: Ian Miles (英国) 、Kerstin Cuhls (ドイツ) 、Yann Cadiou (フランス) 、Eija Ahola (フィン
ランド) 、Karel Klusacek (チェコ) 、Lennart Bjorn (スウェーデン)
○セッション 4「国際的な技術予測活動」
講演: Witaya Jeradechakul (APEC) 、Ken Ducatel (欧州委員会)
○セッション 5「各国の技術予測活動 - アジア」
講演: Youngrak Choi (韓国) 、Qiquan Yang (中国) 、Chatri Sripaipan (タイ) 、Le Dinh Tien
(ベトナム)
○セッション 6「技術予測の発展可能性」
















(2) STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop
科学技術政策研究所 (NISTEP) と韓国科学技術政策研究所 (STEPI) は 2002 年 8 月 29 日 (木)
〜 30 日 (金) に大韓民国済州島 KAL ホテルにおいて「STEPI-NISTEP Science and Technology










○第 2 セッション " 人的資源 " :














○第 3 セッション " 研究評価システム " :
このセッションでは、両国における研究評価システムについての報告が行われた。韓国の研究評価
システムについては、Yongsoo Hwang 氏が、創造性を高めるための研究評価システムの形成に関
して、2 つの事例 - 創意的研究開発振興事業と 21 世紀フロンティア研究開発事業 - を基礎に議
論を展開した。これに対して、小林総括主任研究官より、わが国の研究評価システムの現状と問題
点について、主に欧米との比較検討が行われた。

















小田切 宏之、 岩佐 朋子、 古賀 款久、 伊地知 寛博、 安田 英土 (客員研究官)、 桑島 健一




















海外研究開発の要因研究については、小田切・安田の "The Determinants of Overseas R&D by
Japanese Firms: An Empirical Study at the Industry and Company Levels," Research Policy, 25,




1. Tomoko Iwasa and Hiroyuki Odagiri,
"The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing: An Empirical
Study of Japanese R&D Investment," NISTEP DISCUSSION PAPER No.23, 2002 年。日本経
済学会 2002 年春季大会 (小樽、6 月) において岩佐 朋子により報告。
研究課題 2 バイオテクノロジー研究開発と企業の境界
小田切 宏之、 古賀 款久、 岩佐 朋子、 伊地知 寛博、 安田 英土 (客員研究官)、 桑島 健一

































アメリカではHenderson, Rebecca; Orsenigo, Luigi; and Pisano, Gary P. "The Pharmaceutical
Industry and the Revolution in Molecular Biology: Exploring Interactions among Scientific,
Institutional, and Organizational Change" (in David C. Mowery and Richard R. Nelson [eds.]





1. [1] Hiroyuki Odagiri
"Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries of the Firm: A
Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan," Managerial and Decision





































































1. [1] Koga, Tadahisa
"Firm size and R&D tax incentives" forthcoming inTechnovation
2. [2] Koga, Tadahisa
"R&D subsidy and self-financed R&D: The case of Japanese high technology start ups"
forthcoming inSmall Business Economics
3. [3] 明石芳彦、伊藤康、古賀款久
『新規開業研究会研究報告書 - 企業家活動に関する研究の進展及び有効な支援システム
の構築に向けて -』(中小企業総合研究機構 2003 年 3 月)(第 8 章)
































に関する検討」科学技術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.26 (2002.11)
研究課題 6 技術導入取引の契約形態の分析


























1. [1] 和田 哲夫
「個人のイノベーションとライセンス」科学技術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.25
(2002.11)
2. [2] 和田 哲夫
「個人発明家と企業内発明者 - 米国特許データからみた個人の発明生産性とその決定要因
-」『知的財産権とイノベーション』(後藤 晃, 長岡 貞男 編著) 第 4 章, 東京大学出版会, 2003
年
研究課題 7 全国イノベーション調査 (J-NIS 2003: Japanese National Innovation Survey 2003)
「全国イノベーション調査」実施準備プロジェクトチーム
平野 千博、 小田切 宏之、 伊地知 寛博、 古賀 款久、 岩佐 朋子、 富澤 宏之、 柿崎
文彦、 計良 秀美、 俵 裕治、 宮本 久、 廣瀬 登、 後藤 晃 (客員研究官)、 丹羽冨士
雄 (客員総括研究官)、 永田 晃也 (客員研究官)、 木村 直人 (文部科学省科学技術・
学術政策局調査調整課)、 牧 慎一郎 (文部科学省科学技術・学術政策局調査調整













本調査については、総務大臣より 2002 年 12 月 25 日に承認を受け、2003 年 1 月 24 日に抽出し
















「公的研究機関とナショナルイノベーション」(平成 13, 14 年度科学技術振興調整費 (科学技








技術経営研究センター 平成 14 年度科学技術振興調整費 (科学技術政策提言) 「より透明か
つ公正な研究開発評価手法の開発」調査研究委員会講演 2002.5.10
「大学・公的研究機関に係る利益相反のマネジメント - 主要諸外国における制度・機構の現
状」 科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会 産学官連携推進委員会 利益相反ワーキン
グ・グループ 2002.6.17





産業技術政策調査委員会 委員 2001.11.30 〜 2003.5.12
評価に関する国際コンファランス運営委員会 委員 2001.5.7 〜 2002.9.30
産業技術総合研究所における利益相反規程策定に関する委員会 委員 2002.4.3 〜
2002.9.30
文部科学省科学技術・学術政策局 科学技術政策関連指標の整備に関する研究会 大学教員
等の活動時間に関する実態調査ワーキンググループ 委員 2002.5.24 〜
科学技術・学術審議会 専門委員 (技術・研究基盤部会 産学官連携推進委員会 利益相反
ワーキング・グループ) 2002.5.29 〜 2003.3.31








EU Benchmarking Exercise of RTD Policies - 2nd: Japanese Indicators - Response to the
Research Directorate-General of the European Commission (unpublished document)
伊地知 寛博 (第１研究グループ主任研究官)
Japanese National Innovation Survey 2003: Its additional questions on innovation in strategy
and organisation, NESTI Workshop on the Revision of the Oslo Manual 2003.3.5 〜 6
(2) 第２研究グループ
研究課題 1 科学技術政策システムの articulation (機能分化と再統合)













































1. [1]「米国における公的研究開発の評価手法」,科学技術政策研究所 調査資料-86  (2002.5)
2. [2]「産学連携 1983-2001」、科学技術政策研究所 調査資料-96 (2003.3)
3. [3] 小林 信一『解題に代えて - なぜ STS なのか、なぜ政治論的転回なのか』、「公共のため
の科学技術」(小林 傳司 編、玉川大学出版部)、pp.279-86、2002.11
4. [4]小林 信一『大学の研究評価のゆくえ』、IDE・現代の高等教育、442 号、pp.42 -
46、2002.9
5. [5] Jiang Wen, Shin-ichi Kobayashi, "Impacts of government high-tech policy: a case study
of CAD technology in China", Journal of Engineering and Technology Management, 19,
3/4, pp.321 - 342, 2002.9
6. [6] 小林 信一「研究評価の政治社会学」、STEPI-NISTEP 国際ワークショップ、2002.8
7. [7] 齋藤 芳子、富澤宏之、小林信一「米国における公的研究評価の評価手法」、研究・技術





アに関する会計基準も変更された。新しい会計基準は、平成 11 年 4 月以降に始まる事業年度か









































1. [1]吉澤 健太郎、小林信一「企業会計基準の変更と R&D」研究・技術計画学会第 17 回年次
学術大会講演要旨集、495-498 (2002)
2. [2] 吉澤 健太郎、小林信一「研究開発に関する会計基準の変更と企業の研究開発行動」科
学技術政策研究所 調査資料-95
研究課題 3 科学技術国際協力に関する研究
























































1. [1] 富澤 宏之「科学技術における人的資源の測定: 各国及び OECD の動向について」(招
待講演) , 科学技術の人的資源データベース構築とその応用に関する検討会, 中華民国行
政院国家科学技術委員会科学技術資料中心, 2002 年 4 月10 日, 台北.
2. [2] 富澤 宏之「研究開発統計におけるFTEの概念・原理の問題点」、研究・技術計画学会第
17 回年次学術大会・講演要旨集, pp.555 〜 558、2002 年 10 月.
3. [3] 富澤 宏之「主要先進国における科学技術総合力比較」, InterLab, No.54, 2003.4, pp35
〜 36.
研究課題 5 新しい科学技術人材像 - 知識社会における科学技術人材の描像 -































1. [1] 小林信一、齋藤芳子「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 世界の潮流と日本
の現状」、科学技術政策研究所 調査資料-94 (2003.03)
2. [2] Kobayashi, S., Expanding the role of engineers in the Society, The 6th NAEK Joint
symposium and Roundtable Meeting of Engineering Academies, pp.11-27, 2002.10
(3) 第１調査研究グループ
研究課題 1 国際級研究人材の養成・確保に関する調査研究
松室 寛治、 今井 寛、 小嶋 典夫、 鈴木 研一
1. 調査研究の目的




















1. 「国際級研究人材の国別分布推定の試み」、科学技術政策研究所 調査資料-87  (2002.7)
研究課題 2 科学技術人材のキャリアパスの多様化に関する調査研究









































た。アンケートは、40 歳以上の現役研究者を調査対象とし、理学系 4 分野 (合計 1200 名)、工学系
4 分野 (合計 1200 名) の大学研究者 2400 名と 4 政府研究機関の研究者 1394 名、合計 3794 名
を無作為に抽出して調査票を送付し、記入後郵送回収する方式をとった。全体で 1571 名の有効回







1. 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方 - 研究者自身が評
価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査研究 -」、科学技術政策研究所
DISCUSSION PAPER No. 27 (2002.11)







科学技術指標については平成 3 年度に最初の報告書を作成して以来、ほぼ 3 年ごとに改訂を















1. [1]「平成 12 年版科学技術指標 - データ集 - 改訂第 2 版」科学技術政策研究所 調査資
料-88 (2002.10)
2. [2]「科学技術指標の比較 - 科学技術指標の概要と史的展開 -」(英語版)、科学技術政策研
究所 調査資料-85 (2003.3)
研究課題 5 博物館・科学館における科学技術理解増進に関する調査研究





















1. [1] 渡辺 政 、小泉勝利、小嶋典夫、今井寛、平野千博 「科学系博物館・科学館における科
学技術理解増進活動について」、科学技術政策研究所 調査資料-91 (2002.12)
2. [2] 渡辺 政 「科学系博物館におけるサイエンス・インタープリターの現状と課題」国立科学
博物館教育部主催「知識創生社会における科学教育の振興を考えるフォーラム 〜 博物館の













科学技術に寄与する人的資源 (Human Resources Devoted to Science and Technology: HRST) の
蓄積及び流動を測定する目的で、1995 年に経済開発協力機構 (OECD) と欧州委員会欧州共同体
統計局 (Eurostat) が共同で作成したキャンベラマニュアル (Canberra Manual: CM) の定義に従
い、要求されている条件 (資格及び職種) をわが国の労働力及び教育に関する既存の統計と照らし
合わせる。CM の定義が要求する条件に一致すると思われる部分を抽出し、資格条件については、
国連教育科学文化機関 (UNESCO) の国際標準教育分類 (ISCED-97) に、職種条件については、








経済開発協力機構 (OECD) 科学技術指標各国専門家会合 (NESTI) の HRST に関するワーク




1. [1] Hiroyuki Tomizawa and Yukiko Miura, "HRST Measurement: Data Availability and
Circumstances in Japan", DSTI/EAS/STP/NESTI (2003) 12, Workshop on Human
Resources Devoted to Science and Technology, OECD, Paris, 7 March 2003.
(4) 第２調査研究グループ
研究課題 1 科学技術の公衆理解に関する研究
























中。(4) に関しては、「科学技術理解増進研究会」(委員構成は備考を参照)  を設置し、3 回の会合を






1. [1] ディビッド・キング 「科学と社会 - 科学に対する信頼確保策から ITER の必要性まで -」
科学技術政策研究所 講演録-88 (2002.7)
2. [2] 渡辺 政  「科学コミュニケーション促進のための提言」 国立天文台主催 「基礎科学の広
報と報道に関するシンポジウム」(2002.12) にて発表
3. [3] ISHII Masamichi, The Understanding of Science and Technology in Japan, The 7th












客員研究官 小倉 康 国立教育政策研究所主任研究官
日夏 健一 科学技術振興事業団科学技術理解増進部企画課長
研究課題 2 科学技術情報とメディアに関する研究




















2001 年 6 月から2002 年 11 月にかけて実施し、関係者から科学雑誌の役割、国に期待する
役割について検討。

























(客員研究官)、佐藤雄一郎 (客員研究官)、高山 佳奈子 (客員研究官) 。
4. 特記事項





1. [1] 小幡 純子、「先端科学技術の発展と法律学の諸課題 - ゲノム応用時代の技術と法制」
科学技術政策研究所 講演録-98 (2003.9)
2. [2] 牧山 康志「英国のヒト胚に関わる管理システム成立の背景と機能の実際 - わが国におけ
る生命科学技術の社会的ガバナンスシステム構築のために -」「科学技術動向」(月報) No.
24、pp. 9-21、2003.3
3. [3] 報告書作成中 牧山康志、他「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」(予定)
(5) 第３調査研究グループ
研究課題 1 地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究

























2. (2) 上記委員会において 8 地域を選定し、アメリカ: サンディエゴ、オースチン、欧州:
フィンランド・オウル、中国: 中関村についてヒアリング調査を実施した。








5. (5) 所内成果発表会 (2003.3.19) : 岡 精一「産学官連携事例から見た地域イノベーショ









3. [3]計良 秀美、前田 昇 (客員研究官)「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰
分析」、科学技術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.28 (2003.2)
研究課題 2 地域イノベーションの事例調査 (所内セミナーの開催)











1. (1) 平成 14 年 9 月 12 日開催: 吉田 文紀 アムジェン株式会社 代表取締役社長
「バイオベンチャーの起業と経営 - アムジェン社の例 -」
2. (2) 平成 14 年 12 月 3 日開催: 小堀 幸彦 株式会社シュタインバイス・ジャパン代表取
締役社長
「ドイツにおける産学共同方式による支援制度 - シュタインバイス財団における例 -」
3. (3) 平成 15 年 3 月 4 日開催 : 橋本 易周 株式会社メディビック 代表取締役社長
「日本発バイオベンチャーの可能性 - 札幌、神戸、シリコンバレーにおける起業から」
4. 特記事項
昨年度も 2 回開催し、講演録 No.67、78 として発表した。本セミナーにより本省等、所内外の
関係機関へ情報発信を実施。
5. 論文公表等の研究活動
1. [1]小堀 幸彦「ドイツにおける産学共同方式による支援制度 - シュタインバイス財団に
おける例 -」、科学技術政策研究所 講演録 No.101 (2003.2)
2. [2]吉田 文紀「バイオベンチャーの起業と経営 - アムジェン社の例 -」、科学技術政策
研究所 講演録 No.103 (2003.2)





開催期間: 平成 14 年 6 月 24 日 (月) 〜 25 日 (火)
会場: インドネシア研究技術省・技術評価応用庁 (ジャカルタ)
参加者: インドネシア側講演者 9 名、日本側講演者 5 名 (参加者全体 約 150 名)












(2) JSPS (日本学術振興会) フェローシップ制度による外国人研究者の招へい・滞在研究支援
柿崎 文彦
招へい期間: 平成 14 年 3 月 24 日 (日) 〜 5 月 22 日 (水)
研究者: JEON, Byoung-Hoon (田炳勳) KRISS (Korea Research Institute of Standardand Science)
テーマ:
効率的な研究開発マネジメントによる研究生産性の向上に関する研究 (Study
on the improvement of research productivity through the efficient R&D
management)
当研究所は JSPS フェローシップの活用等により、外国人研究者の招へい・滞在研究を積極
的に支援している。本年度は韓国科学技術評議院 (KRISS) の JEON, Byoung-Hoon (田炳
勳) 研究員を招へいし、日韓両国の研究開発マネジメントシステムに関する比較調査・分析研
究を支援した。 (主な調査項目は  科学技術基本法、  科学技術基本計画、  総合科学
技術会議、  科学技術関係の行政組織構造、  研究開発評価に関する大綱的指針、  科













































1. [1]「科学技術動向」2002 年 4 月号 〜 2003 年 3 月号
2. [2]「Science & Technology Trends Quarterly Review」No.1 〜 No.6




策全般に関わる以下の 4 テーマを取り上げ、「科学技術動向」(月報) の特集等にとりまとめ
た。
2002 年 4 月 「米国科学技術政策の最新動向 - 2002 年 AAAS 年次コロキウム速報 -
」(清貞 智会)
2002 年 4 月 「平成 14 年度科学技術関係予算編成の概要」(横尾 淑子)
2002 年 8 月 「科学技術関連コンテストに見る我が国の現状」 (横尾 淑子、横田 慎二)
2003 年 2 月 「2004 年度米国大統領予算教書に見る R&D プライオリティの変化」 (清




「中国科学技術政策の最近の動向」(講師: 筑波大学留学生センター 遠藤 誉 教授)
「日本の産業競争力の再構築 - 次世代イノベーションモデル: テクノプロデューサー











「サイエンス型産業の技術 - エレクトロニクスとバイオテクノロジー -」講座 日本の産業
システム 第 3 巻「サイエンス型産業」pp.25-63、NTT 出版、後藤 晃、小田切 宏之 編
桑原 輝隆
日本工学アカデミーの「知的製造業タスクフォース」(2003 年 1 月) において、 技術予
測から見た日本の製造技術の課題について紹介。
桑原 輝隆




APEC CTF (技術予測センター) の事業活動について支援・助言を実施。
池田要客員研究官、横田 慎二
4th APEC-R&D Leaders Forum "The Challenge for Research & Technology
Organizations(RTOs) in the Kwoledge-based Economy" (タイ プーケット) において、
池田 客員研究官が "New Environment of Research & Technology Organization in
Japan" と題し基調講演を行なった。
茂木 伸一、伊藤 裕子
An APEC-Wide Foresight Study : "DNA-Analysis for Human Health in the Post-
Genomic Era" のコアグループミーティング (タイ・バンコク) 参加
桑原 輝隆、亀岡 秋男 客員研究官
ASEAN が実施する "ASEAN Technology Foresight and Scan" のプログラム策定に参
画。
桑原 輝隆
ドイツ政府が主催した International Workshop "Participatory Priority Setting for
Research and Innovation Policy - Concepts, Tools and Implementation in Foresight
Process" (2002 年 12 月、ベルリン) に出席し、 日本の予測プロジェクトについて紹介
した。
亀岡 秋男 客員研究官
"The 6th Internatnational Conference on Technology Policy and Innovation" におい
て、欧州委員会研究総局 K 局が主催した Round Table 3: Perspectives for
Technology Foresight in the Network Society" に参加し、技術予測と産業戦略につい
て講演した。
○海外来訪者への対応、情報交換




フィンランド技術庁 (Tekes)、 同国国立技術開発センター (VTT)、 欧州委員会研究
総局 K 局技術予測ユニット、 中国科学技術部弁公庁、 韓国科学技術省技術協力局、
ベトナム国立科学技術政策・戦略研究所 (NISTPASS)、 英国マンチェスター大学工学
科学技術政策研究所 (PREST) 所長、 ギリシア国立公衆衛生大学社会学部 他
○外国人フェローの受け入れ
桑原 輝隆、横尾 淑子
JSPS フェローとして中国科学技術促進発展研究中心 Mr.Cheng Jiyuan を 3 ヶ月間
(2002 年 3 月 〜 5 月) 受け入れ、「技術予測に関する研究」を指導。
桑原 輝隆、茂木 伸一
JSPS フェローとしてタイ科学技術開発庁国立遺伝子工学・バイオテクノロジーセンター




(ライフサイエンス・医療ユニット) 茂木 伸一、長谷川 明宏 (2002 年 9 月まで)、伊藤





2002 年 4 月 「がん研究の最近の動向 〜 分子標的治療法とトランスレーショナルリ
サーチ」(庄司 真理子・茂木 伸一)
2002 年 5 月 「有機合成化学研究の動向」(茂木 伸一・庄司 真理子・長谷川 明宏・多
田 国之)
2002 年 6 月 「分子植物科学の動向」(長谷川 明宏・茂木 伸一)
2002 年 7 月 「免疫学の最近の動向」 (庄司 真理子・茂木 伸一)
2002 年 9 月 「バイオリソース (生物遺伝資源) の現状と将来」 (長谷川 明宏・茂木 伸
一)
2002 年 10 月 「生命科学の研究・教育推進の在り方」 (庄司 真理子・茂木 伸一)
2002 年 12 月 「若手研究者の活性化を促進する競争的研究資金 (研究グラント) の整
備の必要性」(伊藤 裕子)
2003 年 1 月 「RNA 研究の動向」(庄司 真理子・茂木 伸一)





「地球環境と有機合成」(講師: 東京大学大学院薬学系研究科 柴崎 正勝 教授)
「分子植物科学の現状と将来」(講師: 京都大学大学院理学研究科 岡田 清孝 教授)
「免疫学の最近の動向」(講師: 徳島大学ゲノム機能研究センター 高濱 洋介 教授)
「わが国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的状況」(講師: 京都大学大
学院生命科学研究科長 柳田 充弘 教授)
「バイオリソースの現状とわが国の方策」(講師: 国立遺伝学研究所副所長 小原 雄治
教授)
「RNA 研究の動向」(講師: 東京大学大学院新領域創成科学研究科 渡辺 公綱 教授)
「脳科学と教育」(講師: 理化学研究所脳科学総合研究センター 伊藤 正男 所長)







茂木 伸一 2002 年 9 月 3 日 がん分子標的治療研究会 第 2 回 ワークショップにコメ
ンテーターとして参加
茂木 伸一 2003 年 1 月 16 日 第 33 回生命科学助成財団懇談会にて「ライフサイエ
ンスの動向と政策」と題して講演
伊藤 裕子 2003 年 1 月 31 日 総合科学技術会議専門調査委員会「競争的資金制度




(情報通信ユニット) 山崎哲也 (客員研究官。2003 年 2 月まで)、立野公男 (客員研究





2002 年 4 月 「量子コンピュータの研究開発動向」 (山崎哲也)
2002 年 6 月 「ブロードバンド時代におけるデジタルコンテンツ流通と著作権管理技
術」(山崎 哲也)
2002 年 7 月 「LSI 技術の研究動向 - VLSI シンポジウムとシリコンナノエレクトロニク
スワークショップの発表より -」(山崎 哲也)
2002 年 9 月 「グリッド技術の動向 - 次世代インターネット利用の中核技術になるか -
」(亘理 誠夫)
2002 年 11 月 「情報通信分野におけるアクセシビリティに関する研究開発と標準化の
動向」(山田 肇 客員研究官、山崎 哲也)
2003 年 1 月 「バイオインフォマティクスの技術動向」 (乃木 篤 客員研究官、香月 祥太
郎 客員研究官)







研 安部 忠彦 主席研究員)
「MEMS 研究動向」(講師: 東北大学未来科学技術共同研究センター 江刺 正喜 教授)
(材料ユニットと共催)
「人間の意図・行動理解に基づくヒューマンインターラクション (「もの」の科学から「こと」
の科学へ)」(講師: 京都大学大学院情報学研究科 松山 隆司 教授)













2002 年 5 月 「高レベル放射性廃棄物処分の動向と課題‐技術的及び社会的諸相を
巡って‐」(大森 良太)
2002 年 6 月 「CO2 地中貯留技術を中心とした温暖化対策技術の開発動向」 (宮本 正
明)
2002 年 8 月 「ヒートアイランド対策技術の研究動向‐エネルギー利用の視点からの分
析‐」(根本 正博、小林 博和 客員研究官)
2002 年 10 月 「化石資源を用いない水素製造技術‐持続可能な水素エネルギーシス
テムへの鍵‐」(大森 良太)
2002 年 11 月 「エアロゾルの地球温暖化への影響の研究 ‐残された課題への取り組
み‐」(根本 正博、小林 博和 客員研究官)
2003 年 1 月 「循環型社会の構築を目指した廃棄物処理の技術開発と研究動向」 (根
本 正博、小林 博和 客員研究官)





域水圏環境科学教育研究センター 三村 信男 教授)
「宇宙立国の要となるべき宇宙太陽発電所」(講師: 京都大学宙空電波科学研究セン
ター 松本 紘 教授)
「革新的原子力技術とその開発体制」(講師: 東京工業大学原子炉工学研究所 鳥井
弘之 教授)
「ゼロエミッション研究 - 生存戦略と研究戦略 -」(講師: 豊橋技術科学大学エコロジー
工学系 藤江 幸一 教授)
 専門家へのインタビュー等による情報収集
専門家へのインタビューや現地調査を行い、最新の情報を収集した。また、第 25 回国際エネ
ルギー経済協会年次大会 (英国、アバディーン)、第 7 回国際再生可能エネルギー会議 (ド





R. Omori, Multi-agent simulation of public opinion on nuclear energy, International
Conference on Gaming and Simulation, p.112, Edinburgh, August (2002)
大森 良太 原子力安全のための社会技術研究(V) - 原子力世論のマルチエージェント
シミュレーション - , 日本原子力学会2002 年秋の大会予稿集, 453 (2002)
大森 良太 他 電力市場の自由化と原子力ガバナンス, 日本国際フォーラム「エネル
ギー安全保障と環境保全: 原子力の役割」パネル討論のためのベーシックペーパー,
2002 年 7 月
大森 良太 他 リアル・オプション・アプローチによる中間貯蔵施設への投資の評価, 日
本原子力学会 2002 年秋の大会予稿集, 437 (2002)
○学会など所外研究活動
大森 良太 社会技術研究システム 非常勤研究員 (2001.4 〜 )
大森 良太 日本原子力学会 2002 年秋の大会、口頭発表セッション「原子力の社会受
容」座長、2002 年 9 月
大森 良太 日本原子力学会 関東・甲越支部企画委員 (2002.4 〜 )
大森 良太 日本原子力学会 社会・環境部会運営委員・事務局長 (2000.7 〜 2003.3)
大森 良太 日本原子力学会 「原子力エネルギーの外部性」研究専門委員会委員
(2002.7 〜 )
大森 良太 核融合フォーラム「社会と核融合クラスター」準備検討会メンバー (2002.3
〜 )
○所外予算獲得









2002 年 4 月 「ナノバイオロジーの動向」 (名嘉 節 - 2002 年 3 月まで -、多田 国之)
2002 年 7 月 「自己組織化材料研究の動向」(高野 潤一郎、小口信行客員研究官)
2002 年 7 月 「微細結晶粒金属材料の研究開発動向 - 次世代高強度材料を目指して
-」(玉生 良隆、緒形 俊夫 客員研究官)
2002 年 9 月 「MEMS 研究の新展開」(奥和田 久美)
2002 年 10 月 「エコマテリアルの動向 - 地球環境問題への材料学のアプローチ -
」(西村 睦 客員研究官、多田 国之)
2002 年 11 月 「単電子エレクトロニクス研究の動向 - 半導体集積回路の限界は突破
できるか -」(小口 信行 客員研究官、高野 潤一郎)
2002 年 12 月 「ドラッグデリバリーシステム (DDS) の研究開発動向」 (丸山 典夫 客員
研究官、多田 国之)
2002 年 12 月 「光触媒利用技術の現状と展望」(羽田 肇 客員研究官、多田 国之)






「MEMS 研究の動向」(講師: 東北大学未来科学技術共同研究センター 江刺 正喜 教
授)
「グリーンケミストリー (持続的社会の化学技術) の目指すべきもの」(講師: 工学院大学
環境化学工学科 御園生 誠 教授)
「日本にとってのシリコン半導体デバイス研究開発の重要性とその戦略」(講師: 東京工











高野 潤一郎 「技術予測調査から見た材料・プロセス分野の課題」: CAMM フォーラム
(2002 年 8 月) において依頼講演
高野 潤一郎 「第 7 回技術予測調査にみる材料・プロセスの技術」: 第 131 回日本金
属学会秋季大会 (2002 年 11 月) において依頼講演
高野 潤一郎 「自己組織化材料研究の展望と課題」: 第 131 回日本金属学会秋季大会
(2002 年 11 月) において口頭発表
高野 潤一郎 「自己組織化材料研究における目標設定の試み」: 第 14 回日本 MRS
学術シンポジウム (2002 年 12 月) において口頭発表
高野 潤一郎 「自己組織化概念の共通認識に向けて」: JST シンポジウム「 "自己組織
化" とは何か? 〜 ナノテクノロジーを支えるもの 〜」(2003 年 3 月) において基調講
演
高野 潤一郎 「Self-organization with Time (Vector expression idea)」: 産総研ワーク
ショップ (2003 年 3 月) において依頼講演
奥和田 久美 第 2 回技術予測国際会議における < セッション 2 > ナノテクノロジー分
野の発展動向に関しコメンテーターとして参加 2003 年 2 月)
研究課題 6 社会基盤分野及びフロンティア分野の基盤的な動向に関する調査研究
担当:
(総括ユニット) 横田 慎二、横尾 淑子、山口 充弘、宇都宮 博 (2002 年 7 月まで)、中




2002 年 4 月 「災害シミュレーション技術の動向」 (山口 充弘)
2002 年 5 月 「分散型電源の動向について」 (宇都宮 博)














研究課題 1 日本の技術貿易 (平成 12 年度版)




















技術輸出についての回答企業数 1,235 社 (回収率 71.0% )
技術輸入についての回答企業数 1,231 社 (回収率 69.8% )
(2) 調査結果
1.  技術輸出について回答のあった企業 1,235 社のうち新規の技術輸出を実施した企
業は 78 社であり、新規に締結した契約総数は 322 件である。内容を技術分類別にみ
ると、「輸送用機械」、「電子部品・デバイス」が最も多い。
2.  技術輸入について回答のあった企業 1,231 社のうち新規の技術輸入を実施した企






1. [1]「日本の技術貿易 (平成 12 年度)」、科学技術政策研究所 調査資料-93 (2003.3)
その他の活動
(1) 「平成 12 年版科学技術指標 - データ集 - 改訂第 2 版」の編集・発行
蛯原 弘子、 神田 由美子、 深澤 信之
第 5 版科学技術指標の作成において、3 年ごとの改訂版作成に加え最新データによるデー
タ更新版作成の重要性を鑑み、第 4 版科学技術指標 (平成 12 年発行) に対し、最新のデー
タに基づく毎年のデータ更新版作成を実施することとした。
第 4 版へのデータ集改訂版は平成 13 年 7 月に第 1 版が作成されており、本年は体制とし
て定常指標整備サブチームを設置、改訂作業を行い、平成 14 年 10 月に「調査資料-88 平








1. [1]「平成 12 年版科学技術指標 - データ集 - 改訂第 2 版」、科学技術政策研究所 調
査資料-88 (2002.10)
(2) 週間メールニュースの発信について
鈴木 研一、 深澤 信之
国内外の科学技術に関する政策動向を収集し、所内に提供する活動を平成 15 年 1 月から
開始した。調査対象は、日本のほか米国、欧州連合 (EU)、イギリス、フランス、ドイツ、中国、
韓国、シンガポール (平成 15 年 3 月現在) の政府省庁、科学技術政策関連機関、主要ファ





会」委員 2002.12.11 〜 2004.3.31
小田切宏之 (第１研究グループ総括主任研究官)
一橋大学大学院経済学研究科教授 2002.4.1 〜 2003.3.31
青森公立大学大学院非常勤講師 2002.9.1 〜 2003.3.31
伊地知寛博 (第１研究グループ主任研究官)
文部科学省 「科学技術・学術審議会」 専門委員 2002.5.29 〜 2003.3.31
文部科学省 「大学教員等の活動時間に関する実態調査ワーキンググループ」 委員
2002.5.24 〜
経済産業省 「産業構造審議会」 臨時委員 2001.6.15 〜 2002.6.14
(株) テクノリサーチ研究所 「産業技術政策調査委員会」委員 2002.6.17 〜 2003.3.31
(社) 科学技術国際交流センター 「『第 8 回アジア・太平洋地域を対象とした科学技術マネー
ジメントセミナー』企画運営委員会」委員 2002.12.24 〜 2003.3.31
(株) 三菱総合研究所 「評価に関する国際コンファランス運営委員会」委員 2001.5.7 〜
2002.9.30















科学技術振興事業団データベース開発部調査員 (非常勤) 2002.4.1 〜 2003.3.31
科学技術振興事業団「データベース収録誌審査委員会」委員 2001.8.10 〜 2003.3.31
牧山 康志 (第２研究グループ主任研究官)




経済産業省 「産業構造審議会」臨時委員 2002.2.26 〜 2003.2.25
向山 幸男 (第３調査研究グループ総括上席研究官)
東京理科大学理工学部非常勤講師 2002.10.1 〜 2003.3.31
桑原 輝隆 (科学技術動向研究センター長)
タイ国科学技術開発庁 「ASEAN 科学技術基盤・資源開発分科会」 2003.1.31 〜 2005.1.30
大森 良太 (科学技術動向研究センター主任研究官)














NISTEP 情報システムは、UNIX ワークステーション及び Windows NT Server をサーバ機とし、パーソナルコン
ピュータ等をクライアント機として LAN を構成している。また、所内 LAN は、専用回線を経由して、省際研究情報







日本経済新聞社システム (NIKKEI TELECOM 21)






NISTEP REPORT、調査研究資料、科学技術動向 (月報)、等の成果を、 WWW サーバに掲載し、インターネットを
通じて公開している。平成 14 (2002) 年度は、下記のものを掲載した。
(全文掲載版)
□ 調査資料
No.88 「平成 12 年版科学技術指標 - データ集 - 改訂第 2 版」 科学技術指標検討チーム(情報分析課所管) 2002.10
No.87 国際級研究人材の国別分布推定の試み 第１調査研究グループ 2002.07
No.86 米国における公的研究開発の評価手法 第２研究グループ 2002.05
□ DISCUSSION PAPER
No.28 クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析 2003.02




The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing: 




No.22 日本のバイオ・ベンチャー企業 - その意義と実態 -(Biotechnology-Related Startup Firms in Japan: Lessons from a Survey Study) 2002.06
□ 科学技術動向 (月報)
2002 年 4 月号 〜 2003 年 3 月号








1.  米国 国立科学財団 (NSF)(1989.1.5)
2.  米国 ハーバード大学 JFK 科学技術・公共政策プログラム (1989.2.27/2000.2.1 更新)
3.  英国 エディンバラ大学 (1989.6.2/2001.4.1 更新)
4.  米国 マサチューセッツ工科大学 (MIT)(1989.6.8)
5.  英国 サセックス大学 科学技術政策研究所 (SPRU)(1989.5.25/1997.11.10 更新)
6.  ドイツ フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所 (ISI)(1990.2.5/2003.3 更
新)
7.  韓国 科学技術政策研究院 (STEPI)(1993.3.8/2002.10.1 更新)
8.  欧州委員会 共同研究センター 未来技術研究所 (IPTS)(1993.8.1)
9.  英国 マンチェスター大学 工学・科学・技術政策研究所 (PREST)(1993.10.1/2002.10.1 更
新)
10.  米国 ジョージメイソン大学 公共政策研究所 (1994.1.1/2000.2.1 更新)
11.  フランス 科学技術観測所 (OST)(1994.1.1/1999.2.22 更新)
12.  中国 国家科学技術部科学技術促進発展研究中心 (1994.4.30/2003.3.4 更新)
13.  フランス 研究技術総局 (DGRT)(1994.5.20)
14.  フランス ルイ・パスツール大学経済理論応用局 (1994.10.21/1999.4.22 更新)
15.  国際機関 国際応用システム分析研究所 (IIASA)(1998.6.1/2002.12.24 更新)
16.  米国 ワシントン大学 (1999.1.1)
17.  米国 ジョージア工科大学 (1999.7.1)
18.  スウェーデン イノベーションシステム庁 (VINNOVA)(2000.6.15/2001.10.17 更新)
19.  米国 ノースキャロライナ大学 (2000.9.1)
20.  フィンランド フィンランドアカデミー及び国家技術庁 (Tekes)(2001.10.15)
( ) は書簡交換日
(2) 国際会議への出席等の海外出張
1. 2002 APEC R&D Management Training (ART) Program 講演 (韓国)
(出張者 : 亀岡科学技術動向研究センター客員研究官、2002.4.8 〜 4.10)
2. 科学技術人的資源のデータベースの構築と応用検討会における講演 (台湾)
(出張者 : 富澤第２研究グループ主任研究官、2002.4.9 〜 4.13)
3. 第 27 回科学技術政策コロキウム参加及び米国 NNI の形成プロセス調査 (米国)
(出張者 : 清貞科学技術動向研究センター客員研究協力官、2002.4.9 〜 4.19)
4. 国際級研究人材に関するヒアリング調査 (スイス、独国、英国)
(出張者 : 鈴木第１調査研究グループ上席研究官、2002.4.9 〜 4.17)
5. 米国の科学技術政策の動向調査及び国際級研究人材に関するヒアリング調査 (米国)
(出張者 : 石井第１調査研究グループ上席研究官、2002.4.10 〜 4.18)
6. 研究提携・共同にするワークショップ参加 (カナダ)
(出張者 : 小田切第１研究グループ総括主任研究官、2002.4.26 〜 4.30)
7. Flower Day Seminar における講演 (フィンランド)
(出張者 : 下田第３調査研究グループ客員研究官、2002.5.15 〜 5.19)
8. Flower Day Seminar 参加他 (フィンランド、仏国)
(出張者 : 宇都宮科学技術動向研究センター客員研究協力官、2002.5.15 〜 5.22)
9. 「公的研究機関とナショナルイノベーション」に係る国外調査 (スウェーデン)
(出張者 : 伊地知第１研究グループ主任研究官、2002.6.1 〜 6.9)
10. 欧州のフォーサイト調査の海外動向調査 (スペイン、独国、英国、仏国、イタリア)
(出張者 : 清貞科学技術動向研究センター客員研究協力官、2002.6.4 〜 6.17)
11. OECD/TIP 会合参加他 (仏国)
(出張者 : 齋藤第２研究グループ研究員、2002.6.5 〜 6.14)
12. VLSI テクノロジーシンポジウム・シリコンナノエレクトロニクスワークショップ参加 (米国)
(出張者 : 山崎科学技術動向研究センター客員研究官、2002.6.8 〜 6.17)
13. インドネシア科学技術政策シンポジウム参加 (インドネシア)
(出張者 : 杉浦第３調査研究グループ上席研究官、2002.6.23 〜 6.26)
14. OECD/NESTI 会合及び科学技術人材の測定に関するワークショップへの参加 (仏国)
(出張者 : 伊地知第１研究グループ主任研究官、2002.6.23 〜 6.30)
15. OECD/NESTI 会合及び科学技術人材の測定に関するワークショップへの参加 (仏国)
(出張者 : 富澤第２研究グループ主任研究官、2002.6.23 〜 6.30)
16. 国際エネルギー市場及びエネルギー関連最新技術動向に関する調査 (スコットランド、独国)
(出張者 : 大森科学技術動向研究センター研究員、2002.6.26 〜 7.6)
17. 第 5 回グローバルグリッドフォーラム及び第 11 回高性能分散コンピューティング国際シンポ
ジウム参加 (英国)
(出張者 : 亘理科学技術動向研究センター客員研究協力官、2002.7.20 〜 7.28)
18. 科学研究費補助金による研究成果の発表及び本研究分野の研究動向調査 (英国)
(出張者 : 大森科学技術動向研究センター研究員、2002.8.24 〜 9.1)
19. STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop 参加 (韓国)
(出張者 : 小田切第１研究グループ総括主任研究官、2002.8.28 〜 9.1)
20. STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop 参加 (韓国)
(出張者 : 小林第２研究グループ総括主任研究官、2002.8.28 〜 9.1)
21. STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop 参加 (韓国)
(出張者 : 桑原科学技術動向研究センター長、2002.8.28 〜 9.1)
22. STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop 参加 (韓国)
(出張者 : 石井第１調査研究グループ上席研究官、2002.8.28 〜 9.1)
23. STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop 参加 (韓国)
(出張者 : 計良第３調査研究グループ上席研究官、2002.8.28 〜 9.1)
24. STEPI-NISTEP Science and Technology Policy Workshop 参加 (韓国)
(出張者 : 古賀第１研究グループ研究員、2002.8.28 〜 9.1)
25. 大学研究機関における広報体制に関する調査 (米国)
(出張者 : 渡辺第２調査研究グループ上席研究官、2002.9.24 〜 10.3)
26. 海外における地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査 (フィンランド)
(出張者 : 前田第３調査研究グループ客員研究官、2002.9.30 〜 10.6)
27. 科学フォーラムにおける講演 (米国)
(出張者 : 清貞科学技術動向研究センター客員研究協力官、2002.10.1 〜 10.4)
28. 米国におけるイノベーションシステム調査 (米国)
(出張者 : 俵第３調査研究グループ客員研究協力官、2002.11.4 〜 11.11)
29. European Research 2002 参加 (ベルギー)
(出張者 : 松室第１調査研究グループ上席研究官、2002.11.10 〜 11.17)
30. APEC技術予測センター国際評議会及び APEC 研究開発リーダーズ・フォーラム参加 (タイ)
(出張者 : 横田科学技術動向研究センター主任研究官、2002.11.19 〜 11.22)
31. 第 7 回科学技術パブリックコミニュケーションに関する国際会議参加 (南アフリカ共和国)
(出張者 : 石井第１調査研究グループ上席研究官、2002.12.2 〜 12.9)
32. OECD/TIP会合参加他 (仏国)
(出張者 : 齋藤第２研究グループ研究員、2002.12.8 〜 12.13)
33. 技術予測国際ワークショップ参加 (独国)
(出張者 : 桑原科学技術動向研究センター長、2002.12.12 〜 12.16)
34. 英国におけるヒト胚研究及び臨床の社会的管理システムに関する調査 (英国)
(出張者 : 牧山第２調査研究グループ主任研究官、2002.12.15 〜 12.22)
35. 科学系博物館における参加型活動、地域教育活動への取り組みに関する現地調査 (仏国、
英国、米国)
(出張者 : 大沼第２調査研究グループ上席研究官、2003.2.9 〜 2.20)
36. OECD/NESTI イノベーション調査とオスロ・マニュアルに関するワークショップならびに科学
技術人材データに関するワークショップ参加 (仏国)
(出張者 : 伊地知第１研究グループ主任研究官、2003.3.2 〜 3.9)
37. OECD/NESTI 及び科学技術人材の測定に関するワークショップ参加 (仏国)
(出張者 : 富澤第２研究グループ主任研究官、2003.3.2 〜 3.9)
38. OECD/NESTI 及び科学技術人材の測定に関するワークショップ参加 (仏国)
(出張者 : 三浦第１調査研究グループ上席研究官、2003.3.2 〜 3.9)
39. 科学技術政策研究に係わる関係機関との意見交換等 (中国)
(出張者 : 今井第１調査研究グループ総括上席研究官、2003.3.3 〜 3.8)
40. 海外における地域イノベーション政策の成功事例の調査 (中国)
(出張者 : 清家第３調査研究グループ客員研究官、2003.3.3 〜 3.8)
41. 海外における地域イノベーション政策の成功事例の調査 (中国)
(出張者 : 樋口第３調査研究グループ研究官、2003.3.3 〜 3.8)
42. 英国における科学技術理解増進活動に関する調査 (英国)
(出張者 : 渡辺第２調査研究グループ上席研究官、2003.3.4 〜 3.13)
(3) 海外からの研究者等の受け入れ
( ) は期間及び制度
1. Dr.Karpsoo Kim : 韓国科学技術政策研究院 (STEPI)(2002.3.1 〜 4.25、JSPS フェロー)
研究課題 : 研究企画システムのベストプラクティス模型に関する研究
2. Mr.Cheng Jiayu : 中国科学技術促進発展研究中心 (2002.3.1 〜 5.29、JSPS フェロー)
研究課題 : 技術予測に関する研究
3. Dr.Nares Damrongchai : タイ国立科学技術開発事業団国立遺伝子工学・バイオテクノロジー
センター (2002.3.15 〜 6.12、JSPS フェロー)
研究課題 : 一般農産物におけるバイオテクノロジーに関する技術予測調査に関する研
究
4. Dr.Byoung-Hoon Jeon : 韓国 (KRISS)(2002.3.24 〜 2002.5.22、JSPS フェロー)
研究課題 : R&D マネージメントに関する研究
5. Mr.Charles T. Owens : 米国民生研究開発財団 (2003.1.20 〜 2.19、NSF 短期招へいプログ
ラム)
研究課題 : 旧ソ連圏諸国に対する日本の科学技術協力




1. Prof. David King : 英国政府首席科学顧問兼科学技術庁長官 (2002.4.15)2. Ms.Anne Palkamo : フィンランド技術庁 (Tekes) 広報担当部長 (2002.4.18)
Ms.Kirisi Vaha-Pietila : フィンランド技術庁 (Tekes) 国際交流部上席技術顧問
3. Mr.Bob Lee : カナダ外務省科学技術担当課長 (2002.4.23)
4. 呉 世弘 : 韓国科学技術企画評価院上席研究員 (2002.4.25)
5. Prof. Frank P Larkins : オーストラリアメルボルン大学研究部門総長代理・化学学科教授
(2002.5.14)
6. Mr.Vincent Dufour : 在日フランス大使館アジア代表部次長 (2002.5.28)
7. Mr.Rein Bemer : オランダ経済省イノベーション局長 他 (2002.5.30)8. Dr.Christopher T. Hill : 米国テクノロジー・ポリシー・インターナショナル プリンシパル
(2002.6.4)
Mr.Patrick H. Windham : 同プリンシパル
Mr.George R. Heaton, Jr. : 同マネージング・プリンシパル9. Dr William A. Blanpied : NSF 東京事務所長 (2002.6.21)
Dr.Larry Weber : NSF 国際科学工学局プログラム・マネージャー10. Mr.Hartmut Krebs : 独  NRW (ノルトライン・ヴェストファ レン) 州教育科学研究省
次官 (2002.7.3)
Ms.Martina Munsel : 同省国際課日本担当
Ms.Astrid Becker : (株) エヌ・アールダブリュージャパン代表取締役社長
Ms.Regine Dieth : 同社プロジェクトマネージャー11. Dr.Norman Neureiter : 米国科学技術担当国務長官顧問 (2002.7.19)
Mr.Kevin K. Maher : 在日米国大使館科学技術・環境担当公使
12. Dr.Ziqi Liao : 東京大学丹羽清研究室外国人客員研究員 (客員教授)(2002.7.22)
13. Dr William A. Blanpied : NSF 前東京事務所長 (2002.8.9)
14. Dr.Gunter Clar : 欧州委員会研究総局 K 局技術予測ユニット (2002.8.21)
15. Dr.Christopher A. Loretz : NSF 東京事務所長 (2002.9.6)
16. Dr.Lena J. Tsipouri : ギリシャ Athens 大学助教授 (2002.9.19)17. Prof. Erkki Leppavuori : フィンランド国立技術開発センター (VTT) 理事長 (2002.10.8)
Dr.Jarl Forsten : 同副理事長
Mr.Jukka Salminiitty : フィンランド大使館参事官18. Prof. Luke Georghiou : 英国 Manchester 大学教授 (PREST 所長)(2002.10.11)
Dr.Steven Glynn : 同大リサーチ・アソシエイト19. 梅 永紅 : 中国科学技術部弁公庁 (官房) 副主任 (副局長格)(2002.10.28)
羅 暉 : 同第１室副主任 (課長補佐格)
王 小龍 : 同秘書一処
20. Mr.Dennis L. McNamara : 上智大学国際関係研究所フルブライト研究員 (2002.10.30)21. Dr.Hans Riotte : OECD/NEA 放射線防護・放射性廃棄物管理課長(元独
BMBF)(2002.10.31)
下村 和生 : OECD/NEA 安全・規制担当次長
22. Prof. Francis Waldvogel : スイス連邦工科大学 (ETH) 評議員会会長 (2002.11.1)23. 廉 載鎬 : 高麗大学教授 (国家科学技術諮問会議専門委員)(2002.11.11)
崔 光鶴 : 在京韓国大使館科学官24. 具 本梯 : 韓国科学技術省技術協力局長 (2002.11.19)
權 相遠 : 同技術協力局総括課長
崔 光鶴 : 在京韓国大使館科学官
25. Dr.Le Thi Hai Le : ベトナム国立科学技術政策・戦略研究所 (NISTPASS) 研究員
(2003.1.20)
26. Mr.Nicholas Vonrtas : 米国ジョージワシントン大学 (2003.1.31)
27. Mr.Petri Peltonen : フィンランド技術庁 (Tekes) 国際ネットワーク局長他 15 名 (2003.2.6)28. Dr.Marshall Moffat : カナダ産業省 Knowledge Infrastructure 局長兼 Advisory
Council on Science & Technology (ACST) 事務局専務理事 (2003.2.10)
Dr.T. Philip Hicks : カナダ大使館科学技術参事官29. Mr.Daniel Descoutures : EU 研究総局国際科学協力政策担当課長 (2003.2.14)
Dr.Pierrick Fillon-Ashida : EU 在京代表部科学技術部長
30. Prof. Luke Georghiou : 英国マンチェスター大学工学科学技術政策研究所 (PREST) 所長
(2003.2.26)
31. Dr.Youngrak Choi : 韓国科学技術政策研究院 (STEPI) 所長 (2003.2.26)
32. Dr.David Cheney : 米 SRI 社上席技術政策アナリスト (2003.2.26)33. Ms.Eija Ahola : フィンランド 庁 (Tekes) インパクト分析担当研究マネージャー
(2003.2.26)
Ms.Pirjo Kylakoski : 同上級技術アドバイザー
Mr.Heikki Uusi-Honko : 同品質ユニット長
Mr.Torsti Loikkanen : フィンランド国立技術開発センター (VTT) 技術研究グループ長34. s.Eija Ahola : フィンランド技術庁 (Tekes) インパクト分析担当研究マネージャ
(2003.3.3)
Ms.Pirjo Kylakoski : 同上級技術アドバイザー
Mr.Heikki Uusi-Honko : 同品質ユニット長
Mr.Torsti Loikkanen : フィンランド国立技術開発センター (VTT) 技術研究グループ長
35. Dr.Gerald Hane : 米国 Globalvation 代表 (前米国 OSTP 国際部長代理)(2003.3.11)
36. Prof. Luke Georghiou : 英国マンチェスター大学工学科学技術政策研究所 (PREST) 所長
(2003.3.19)




1.  No.87 「国際級研究人材の国別分布推定の試み」  (第１調査研究グループ, 2002.7)
2.  No.88 「平成 12 年版科学技術指標 - データ集 改訂第 2 版 -」(情報分析課, 2002.10)
3.  No.89 「ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析」 (第２研究グループ, 2002.11)
4.  No.90 「バイオテクノロジー研究開発と企業の境界 - 研究提携・技術導入・アウトソーシン
グ・海外研究に関する調査報告 -」(第１研究グループ, 2002.12)
5.  No.91 「科学系博物館・科学館における科学技術理解増進活動について」(第１・２調査研
究グループ, 2002.12)
6.  No.92 「産学官連携事例から見た地域イノベーションの成功要因解明の試み - 札幌、京
都、福岡の産学官連携調査報告 -」(第３調査研究グループ, 2003.2)
7.  No.93 「日本の技術貿易 - 平成 12 年度 -」(情報分析課, 2003.3)
8.  No.94 「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 世界の潮流と日本の現状」 (第２
研究グループ, 2003.3)
9.  No.95 「研究開発に関する会計基準の変更と企業の研究開発行動」 (第２研究グループ,
2003.3)
10.  No.96 「産学連携 1983 - 2001」(第２研究グループ, 2003.3)
DISCUSSION PAPER
1.  No.21 「Discussion of Importance Index in Technology Foresight」(科学技術動向研究セ
ンター Viayu CHENG, 2002.5)
2.  No.22 「日本のバイオ・ベンチャー企業 - その意義と実態 -」 (第１研究グループ 小田切
宏之、中村 吉明, 2002.6)
3.  No.23 「The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing: An
Empirical Study of Japanese R&D Investment in the US 技術知識ソーシングにおける海外研
究開発活動の役割: 日本企業による対米研究開発投資の実証分析」(第１研究グループ 岩
佐 朋子、小田切 宏之, 2002.6)
4.  No.24 「研究開発における企業の境界と知的財産権制度」 (第１研究グループ 小田切 宏
之, 2002.10)
5.  No.25 「個人のイノベーションとライセンス」 (第１研究グループ 和田 哲夫, 2002.11)
6.  No.26 「短期多部門計量モデル MS-JMACRO を用いた政府投資乗数の横断的・時系列
的な相違に関する検討」(第１研究グループ 竹下 貴之, 2002.11)
7.  No.27 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方 - 研究
者自身が評価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査 -」(第１調査研究グ
ループ 和田 幸男, 2002.11)
8.  No.28 「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析」 (第３調査研究グループ 計
良 秀美、前田 昇, 2003.2)
9.  No.29 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究 - 欧米の先進ク
ラスター事例と日本の地域クラスター比較を通して -(中間報告)」(第３調査研究グループ 前
田 昇、向山 幸男、計良 秀美、杉浦 美紀彦、岡 精一、俵 裕治, 2003.2)
(2) 講演会の開催
 国内の研究者・専門家による講演
2002.4.11 柴崎 正勝 (東京大学大学院薬学系研究科 教授)
「地球環境と有機合成」
2002.4.19 安部 忠彦 (富士通総研 主席研究員)
「  エレクトロニクス産業の競争力強化に向けて  情報サービス産業における競争
力強化に向けて」
2002.4.23 岡田 清孝 (京都大学大学院理学研究科 教授)
「分子植物科学の現状と将来」
2002.5.10 遠藤 誉 (筑波大学留学生センター 教授)
「中国科学技術政策の最近の動向 - 科学技術政策と人材資源国家戦略及び大学改
革・産学連携の現状 -」
2002.5.31 三村 信男 (茨城大学広域水圏環境科学教育センター 教授)
「温暖化の影響・リスクに関する研究の現状と温暖化研究の将来」
2002.6.5 高濱 洋介 (徳島大学ゲノム機能研究センター 教授)
「免疫学の最近の動向」
2002.6.27 松本 紘 (京都大学宙空電波科学研究センター)
「宇宙立国の要となるべき宇宙太陽発電所」
2002.7.5 鳥井 弘之 (東京工業大学教授 日本経済新聞社論説委員)
「革新的原子力技術とその開発体制」
2002.7.18 柳田 充弘 (京都大学大学院生命科学研究科長・教授)
「我が国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的状況」
2002.7.25 小原 雄治 (国立遺伝学研究所副所長・生物遺伝資源情報総合センター教授)
「バイオリソースの現状とわが国の方策」
2002.8.7 虫明 功臣 (東京大学生産技術研究所 教授)
「水循環と水資源 - ローカルな視点からグローバルな視野へ」
2002.8.9 江刺 正喜 (東北大学未来科学技術共同研究センター 教授)
「MEMS 研究の動向」
2002.9.5 藤江 幸一 (豊橋技術科学大学・エコロジー工学系 教授)
「ゼロエミッション研究 〜 生存戦略と研究戦略 〜」
2002.9.11 渡辺 公綱 (東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授)
「RNA 研究の動向」
2002.9.12 吉田 文紀 (アムジェン株式会社代表取締役社長)
「バイオベンチャーの起業と経営」
2002.9.25 伊藤 正男 (理化学研究所脳科学総合研究センター 所長)
「脳科学研究の動向」
2002.10.4 御園生 誠 (工学院大学工学部環境化学工学科 教授)
「グリーンケミストリー (持続的社会の化学技術) の目指すべきもの」
2002.10.10 小泉 英明 (日立製作所基礎研究所・中央研究所 主管研究長)
「脳科学と教育」
2002.10.11 松山 隆司 (京都大学大学院 教授)
「人間の意図・行動理解に基づくヒューマン・マシン・インタラクション - 『もの』の科学か
ら『こと』の科学への展開を目指して -」
2002.10.24 小柳 光正 (東北大学大学院機械知能工学専攻教授)
「三次元人工網膜チップの開発と視覚情報処理」
2002.12.3 小堀 幸彦 (株式会社シュタインバイス・ジャパン代表取締役社長)
「ドイツにおける産学共同方式による支援制度 - シュタインバイス財団における例 -」
2002.12.25 岩井 洋 (東京工業大学フロンティア創造研究センター 教授)
「日本にとってのシリコン半導体デバイス研究開発の重要性とその戦略」
2003.1.17 佐久間 健人 (東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授)
「日本金属学会材料戦略と展望」
2003.1.23 佐野 睦典 (イノベーション・エンジン株式会社代表取締役社長)
「日本のナノテク・ベンチャーを開花させる駆動力は何か」
2003.3.5 橋本 易周 (株式会社メディビック代表取締役社長, 株式会社ジェネティックラボ取
締役)
「日本発バイオベンチャーの可能性 - 札幌、神戸、シリコンバレーにおける起業から -
」
2003.3.13 亀岡 秋男 (北陸先端科学技術大学院大学 教授)
「日本の産業競争力の再構築」 〜 次世代イノベーションモデル：テクノプロデユーサー
の時代 〜 2
2003.3.25 小林 信一 (科学技術政策研究所第２研究グループ 総括主任研究官)
「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 - 世界の潮流と日本の現状 -」
 海外からの研究者・専門家による講演
2002.4.15 Prof.David King (英国政府首席科学顧問官兼科学技術庁 (OST) 長官)
「一般国民の科学技術理解増進 (人材育成の観点からの科学技術教育の役割等)」
2002.9.19 Dr.Lena J.Tsipouri (Assistant Professor, The University of Athens, Greece)
「Experiences from evaluating research, innovation and the Information Society in the
Less Favoured regions of the European Union」(EU における研究、イノベーション、情
報社会の評価の経験について)
2002.1.31 Dr.T.Philip Hicks (カナダ大使館科学技術担当参事官)








(調査資料-87、平成 14 年 7 月)
平成 14 年 8 月 16 日付 毎日新聞「日本の研究力、高い ノーベル賞以外の指標加え比較、
独仏しのぎ英に並ぶ -- 文科省」
平成 14 年 8 月 16 日付 毎日新聞 (大阪) 「日本の研究力がドイツ、フランスをしのぐ？ 国
際賞受賞、論文引用で 文部科学省調査」
平成 14 年 9 月 9 日付 化学工業日報「ノーベル賞級科学者の国際ランキング、米国がトップ
独走、文科省調べ」
平成 14 年 9 月 24 日付 日刊工業新聞「産業春秋/ノーベル賞の季節が迫ってきたが」
平成 14 年 10 月 10 日付 読売新聞「連日のノーベル賞 冷遇気味の基礎科学分野、土台支
える技術者の励みに (解説)」
平成 14 年 10 月 15 日付 化学工業日報「国際級研究人材の国別推定 文科省まとめから
(データは語る)」




(DISCUSSION PAPER No.27、平成 14 年 11 月)




「科学技術に関する意識調査 - 2001 年 2〜3 月調査 -」





(NISTEP REPORT No.71、平成 13 年 7 月)
平成 14 年 4 月 7 日付 読売新聞 [社説] 「未来ロボット『鉄腕アトム』の夢は実現するか」
2) 庄司真理子・茂木伸一
「がん研究の最近の動向 - 分子標的治療法とトランスレーショナルリサーチ -」
(『科学技術動向』平成 14 年 4 月号特集 1)




(『科学技術動向』平成 14 年 6 月号特集 1)




(『科学技術動向』平成 14 年 7 月号特集 1)
平成 14 年 9 月 27 日付 日経産業新聞「外部評価の充実急務、免疫研究で文科省報告書」




(『科学技術動向』平成 14 年 8 月号特集 1)




(『科学技術動向』平成 14 年 10 月号特集 1)
平成 14 年 11 月 8 日付 日経産業新聞「文科省研報告、生命科学教育を充実、既存学部に
加え総合的に」




(『科学技術動向』平成 14 年 11 月号特集 3)
平成 14 年 12 月 17 日付 日経産業新聞「水循環の解析モデル、『アジア型が必要』、科技政
策研が報告書」
8) 根本正博・小林博和
「エアロゾルの地球温暖化への影響の研究 - 残された課題への取り組み -」
(『科学技術動向』平成 14 年 11 月号特集 4)




(『科学技術動向』平成 14 年 12 月号特集 1)




(『科学技術動向』平成 14 年 12 月号特集 2)




(『科学技術動向』平成 15 年 1 月号特集 3)




「日本の技術輸出の実態 - 平成 11 年度 -」
(調査資料-83、平成 14 年 3 月)
平成 14 年 4 月 24 日付 日刊工業新聞 「新規の技術輸出企業2ポイント減に - 科学技術政
策研究所調べ」
平成 14 年 4 月 24 日付 日本工業新聞 「99 年度アジア向け日本の技術輸出 9 割が『ノウ
ハウ』付き 欧米とは対照的」
2) 蛯原弘子・神田由美子・深澤信之
「平成 12 年版科学技術指標 - データ集 - 改訂第 2 版」
(調査資料-88、平成 14 年 10 月)
平成 14 年 11 月 20 日付 読売新聞 「理工系大学生の就職先 製造業が 2 位に転落、サー
ビス業に首位明け渡す」
平成 14 年 11 月 21 日付 日経産業新聞 「科技政策研調査、科学技術の総合力、米の優位
性高まる」
平成 14 年 11 月 21 日付 日本経済新聞 「理工系学生就職先、サービス業首位 -- 今年度、
初めて製造業抜く」
平成 14 年 11 月 21 日付 毎日新聞 (大阪) 「大学理工学部出身者の 35% がサービス業に
製造業抜く 文部科学省の就職先調査」
平成 14 年 11 月 21 日付 毎日新聞 「サービス業がトップ、製造業を抜く 大学理工学部出身
者の就職先 -- 文科省調査」
平成 14 年 11 月 21 日付 北海道新聞 「ものづくり・技術立国日本どこへ 理系、サービス業
首位 今春大卒就職 製造業 2 位転落」
平成 14 年 11 月 21 日付 神戸新聞 「理工系学生の製造業離れ進む/サービス業が就職先
トップ/ソフトウェア産業人気を反映/文科省調査」
平成 14 年 11 月 21 日付 中国新聞 「就職先、サービス業首位 理工系学生 製造業は 2 位
に転落」
平成 14 年 11 月 25 日付 日刊工業新聞 「文科省政策研、『科学技術指標』の改訂版データ
集を作成」
平成 14 年 11 月 29 日付 科学新聞 「"科学技術総合力"を調査 - 研究開発費、論文数等
12 種で - 1 位の米国と日欧の差、開く」
平成 14 年 11 月 30 日付 産経新聞 「産経抄：理工系学部を卒業した大学生の就職先に異
変がおきている。……」
平成 14 年 12 月 4 日付 日刊工業新聞 「社説/科学技術総合指標 - 日米格差の縮小へ政
策的支援を」





14 年度に第 1 期及び第 2 期の研修プログラムを実施した。
(1) 第 1 期研修プログラム
科学技術政策研究に係る基礎的プラクティスに関する第 1 期研修プログラムを所内関係職員の協
力を得て、以下のとおり実施した。
1.  実施時期: 平成 14 年 4 月[計 4 テーマ、各回 1 〜 2 時間程度]








講師: 斎藤 尚樹 企画課長
第 2 回: 平成 14 年 4 月 16 日
テーマ: 「国際的コンテクストで見た我が国の科学技術『創造力』」
〜 「科学技術総合指標」による科学技術活動の体系的把握・分析の試み 〜
講師: 富澤 宏之 第２研究グループ主任研究官




講師: 横田 慎二 科学技術動向研究センター総括ユニット長




講師: 伊地知 寛博 第１研究グループ主任研究官




1.  実施時期: 平成 14 年 8 月下旬 〜 9 月[計 4 テーマ、各回 2 〜 4 時間程度]
2.  主たる対象者: 当研究所調査研究スタッフ、文部科学省本省 (主として科学技術行政に関
わる部局) 関係者、関連大学院・研究機関の学生・研究員
3.  テーマ及び講師:
第 1 回: 平成 14 年 8 月 27 日
テーマ: 「社会調査法の理念と実践」
講師: 加藤 毅 筑波大学大学研究センター講師
第 2 回: 平成 14 年 9 月 3 日
テーマ: 「地域産業集積の欧米事例と日本の課題」
〜 ハイテクベンチャーが起こす日本の産業変革 〜
講師: 前田 昇 高知工科大学大学院工学研究科起業家コース教授
(当所第３調査研究グループ客員研究官)
第 3 回: 平成 14 年 9 月 10 日
テーマ: 「先端科学技術の発展と法律学の諸課題」
〜 ゲノム応用時代の技術と法制 〜
講師: 小幡 純子 上智大学法学部法律学科教授
第 4 回: 平成 14 年 9 月 27 日
テーマ: 「情報伝達能力・技法の向上」
〜 プレゼンテーション能力開発コース 〜


























<No.15>「企業 (製造業) が『造る集団』から『考える集団』に」 ＊(第３調査研究グループ, 1991.3)






<No.21>「アジア地域のエネルギー消費構造と地球環境影響物質 (SO x、NOx、CO2) 排出量の動態分析」＊(第
４調査研究グループ, 1991.9)





<No.25>「第 5 回技術予測調査 - 我が国における技術発展の方向性に関する調査 -」 ＊(第２調査研究グルー
プ, 1992.11)
<No.26>「国家科学技術プログラムの分析 (中間報告) - フレームワークの検討と予備的分析 -」 ＊(第１研究グ
ループ, 1993.1)
<No.27>「アジア地域のエネルギー利用と地球環境影響物質 (SO x、NOx、CO2) 排出量の将来予測」＊(第４調
査研究グループ, 1993.3)






<No.33>「Outlook for Japanese and German Future Technology」◎(技術予測調査研究チーム, 1994.4)
<No.34>「科学技術が人間・社会に及ぼす影響に関する調査」 (第２調査研究グループ, 1994.3)
<No.35>「数値シミュレーションによる技術貿易継続契約の構造解析」 (第３調査研究グループ, 1994.8)
<No.36>「日本の技術輸出の実態 (平成4年度)」 (第３調査研究グループ, 1994.11)
<No.37>「科学技術指標」 - 日本の科学技術活動の体系的分析 -」 ＊(科学技術指標プロジェクトチーム,
1995.1)
<No.38>「サイエンス & テクノロジーパークの開発動向に関する調査研究」 (第２研究グループ, 1995.2)











<No.47>「日本の技術輸出の実態 (平成6年度)」 (第３調査研究グループ, 1996.11)
<No.48>「イノベーションの専有可能性と技術機会 - サーベイデータによる日米比較研究 -」 (第１研究グループ,
1997.3)
<No.49>「先端科学技術動向調査 (物質・材料系科学技術)」(情報分析課, 1997.6)
<No.50>「科学技術指標 - 日本の科学技術活動の体系的分析 -」(科学技術指標プロジェクトチーム, 1997.5)
<No.51>「地域科学技術指標策定に関する調査 - 地域技術革新のための科学技術資源計測の試み -」 (第３調
査研究グループ, 1997.3)
<No.52>「第 6 回技術予測調査 - わが国における技術発展の方向性に関する調査 -」 (技術予測調査研究チー
ム, 1997.6)
<No.53>「日本の技術輸出の実態 - 平成7年度 -」 (第３調査研究グループ, 1997.7)
<No.54>「外国技術導入の動向分析 -平成7年度 -」(情報分析課, 1997.11)
<No.55>「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニーズに関する調査研
究」＊(第１調査研究グループ, 1997.12)
<No.56>「地域における科学技術振興に関する調査研究 (第 3 回調査)」 ＊(第３調査研究グループ, 1997.12)
<No.57>「外国技術導入の動向分析 - 平成8年度 -」＊(情報分析課, 1998.5)
<No.58>「日本の技術輸出の実態 - 平成8年度 -」 (情報分析課, 1998.9)










「科学技術指標 (平成 12 年版) 統計集 (2001 年改訂版)」(科学技術指標プロジェクトチーム, 2001.5)
<No.67>「加速器技術に関する先端動向調査 (先端研究・先端医療を担う小型加速器開発の推進をめざして)」
(科学技術動向研究センター, 2001.6)
<No.68>「外国技術導入の動向分析 (平成10年度)」 (情報分析課, 2001.2)
<No.69>「日本の技術輸出の実態」 (平成10年度)(情報分析課, 2001.2)
<No.70>「地域における科学技術振興に関する調査研究 (第 5 回調査)」 (第３調査研究グループ, 2001.7)
<No.71>「第 7 回技術予測調査」＊ (科学技術動向研究センター, 2001.7)
<No.72>「科学技術に関する意識調査 - 2001年2 〜 3月調査 -」(第２調査研究グループ, 2001.12)
 POLICY STUDY
(表題末尾の ◎ は英文のみ、＊ は英語版あり、を示す)
<No.1>「先端科学技術と法的規制 <生命科学技術の規制を中心に>」＊(第２調査研究グループ, 1999.5)
<No.2>「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」 (第１研究グループ, 1999.5)
<No.3>「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革 - 『科学技術・新産業創造立国実現』へのシナリオ -
」(第１研究グループ, 1999.5)
<No.4>「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析
〜 政策変遷、予算及び論文生産の時間的推移をめぐって 〜」(第２研究グループ, 1999.6)
<No.5>「科学技術政策コンセプトの進化プロセス」(第２研究グループ, 2000.3)




(表題末尾の ◎ は英文のみ、＊ は英語版あり、を示す)
<No.1>「ユーレカ計画の概要」(第３調査研究グループ, 1989.4)






<No.7>「未来競争力の強化 - 日本政府の基礎研究振興 - Enhancing Future Competitiveness - The Japanese
Government's Promotion of Basic Research -」◎(Janice M. Cassidy 特別研究員, 1990.10)
<No.8>「戦後日中科学技術発展状況比較研究」(張 晶特別研究員, 1991.1)








<No.16>「外国技術導入の動向分析 - 平成 2 年度 (1990年度) -」(情報システム課, 1991.11)
<No.17>「日本における科学技術政策」◎(Peter Van der Staal 特別研究員, 1992.2)
<No.18>「日本の超伝導産業における研究開発コンソーシアムと共同関係Research and Development Consortia
and Cooperative Relationships in Japan's Superconductivity Industry」◎(Gerald Hane 特別研究員, 1991.12)
<No.19>「経験哲学から見た科学技術への取り組み」 (森本 盛客員研究官, 1992.1)
<No.20>「自然科学系研究者のバックグラウンド及び活動状況に関する調査」 (第２調査研究グループ, 1992.2)
<No.21>「産業技術基盤を改善するための戦略 改進工業技術基礎的戦略 Strategy for Improving Industrial
Technological Bases」◎(何 翔皓特別研究員, 1992.3)




<No.25>「外国技術導入の動向分析 - 平成 3 年度 (1991 年度) -」(情報システム課, 1993.1)
<No.26>「我が国の技術貿易統計 - 収支統計の定量的検討の試み -」 ＊(第３調査研究グループ, 1993.1)
<No.27>「研究開発費の国際比較における購買力平価の利用について」 ＊(第３調査研究グループ, 1992.12)
<No.28>「工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較」 ＊(第１調査研究グループ, 1992.12)
<No.29>「科学技術史観の認識論的基礎 - 知識創造と日本の技術革新・研究序説 -」 (第１研究グループ・第２
研究グループ, 1993.2)
<No.30>「産業発展、地域開発及び地域政策形成の重要性の増大 - 日本における産業の普及及び発展の形態
についての地域定量分析 - Industrial Growth, Regional Development and the Growing Importance of a
Regionally Conscious Policy Formation for Japan」◎(G.D Christoloukas特別研究員, 1993.2)
<No.31>「技術開発の多角化に関する計量分析」(張 仲梁特別研究員, 1993.3)
<No.32>「情報技術振興のための政府助成共同研究 - 日本の西欧への挑戦 - Government - Sponsored
Collaborative Research to Promote Information Technology: Japan's Challenge to the West?」◎(Tim Ray 特別
研究員, 1993.3)
<No.33>「日本製造業における競争力の源泉 - 素材関連技術を中心とした一考察 -」 (第１研究グループ,
1993.6)
<No.34>「日本企業における知の創造: 競争優位の次元 Knowledge Creation in Japanese Organizations:
Building the Dimensions of Competitive Advantage」◎(第１研究グループ, 1993.9)
<No.35>「日本における政府研究機関」＊(第１調査研究グループ, 1993.10)
<No.36>「製品開発段階における技術知識の動態 - 『研究開発における知の構造と知の動態 (1) 』中間報告 -
」＊(第１研究グループ, 1994.3)
<No.37>「外国技術導入の動向分析 - 平成 4 年度 -」(情報システム課, 1994.3)
<No.38>「優れた研究者が備える条件と研究活動の特性 - 長官賞受賞者の特性を探る -」 (第２調査研究グルー
プ, 1994.6)
<No.39>「外国技術導入の動向分析 - 平成 5 年度 -」(情報システム課, 1995.3)














<No.51>「東アジア諸国のエネルギー消費と大気汚染対策 - 概況と事例研究 -」 (第４調査研究グループ,
1997.6)
<No.52>「地域科学技術政策の現状と課題 - 地域科学技術政策研究会 (平成 9 年 3 月 18、19 日) 報告書 -」
(第３調査研究グループ, 1997.10)
<No.53>「大学における新構想型学部に関する実態調査」 (第１調査研究グループ, 1998.4)
<No.54>「英国における研究評価 - 公的研究助成にみる評価"Value for Money"と"Selectivity"」(第２研究グ
ループ, 1998.5)
<No.55>「主要各国の科学技術関連組織の国際比較」 (第２研究グループ、第１研究グループ,1998.6)




<No.59>「Regionalization of Science and Technology in Japan : The Framework of Partnership between Central





















<No.74>「The Comparative Study of Regional Innovation Systems of Japan and China」◎(蘇 靖特別研究員,
2000.12)
<No.75>「21 世紀の科学技術の展望とそのあり方」 (第４調査研究グループ, 2000.12)
<No.76>「(加速器技術に関する先端動向調査) 加速器ビームニーズ等に関する調査結果」 (科学技術動向研究
センター, 2001.06)
<No.77>「The Proceeding of International Conference on Technology Foresight-The approach to and the
potential for New Technology Foresight-」◎(第４調査研究グループ, 2001.3)























<No.96>「産学連携 1983 - 2001」(第２研究グループ, 2003.3)
(注) No.1 〜 No.45 は「調査研究資料」、No.46 〜 No.60 は「調査資料・データ」として発行している。
 DISCUSSION PAPER
(表題末尾の ◎ は英文のみ、＊ は英語版あり、を示す)
1. <No.1>「技術知識の減衰モデルと減衰特性分析 - 登録特許残存件数による減衰データへの応用 -」 (第１研究
グループ 光畑照久, 1997.1)
2. <No.2>「21 世紀に向けた国の科学技術推進システムの在り方 - 国の科学技術活動の変革に向けて -」(第２調
査研究グループ 柳 孝, 1997.5)
3. <No.3>「日本と米国の科学及び工学における大学院課程の比較」 ＊(第１研究グループ Taniya Sienko, 1997.6)
4. <No.4>「研究開発投資の決定要因: 企業規模別分析」(第１研究グループ 後藤 晃、古賀款久、鈴木和志 (明治
大学) , 1997.11)
5. <No.5>「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」 ＊(第１研究グループ 永田晃也, 1998.3)
6. <No.6>「大学等からの技術移転成功事例におけるアクター分析」 (第２研究グループ 新井英彦, 1998.3)
7. <No.7>「特許と学術論文の形態比較 〜 記述形式・内容の分析とインタビューによる執筆動因分析 〜」(第２研究
グループ 藤原直也、藤垣裕子, 1998.10)
8. <No.8>「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」(第１研究グループ 田中 茂,
1999.5)
9. <No.9>「IT を用いた資材調達活動の国際比較」 (第１研究グループ 榊原清則、三木康司 (慶應義塾大学) ,
1999.5)
10. <No.10>「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」 (情報分析課 和田哲夫、吉水正義,
1999.6)
11. <No.11>「先端的情報システムと日本企業の課題」 (第１研究グループ 榊原清則, 1999.7)
12. <No.12>「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究 - 『モード2』の時代において集団的
創造性を高めるために -」(第１調査研究グループ 前澤祐一, 1999.8)
13. <No.13>「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」(第１調査研究グループ 中田哲也, 1999.10)
14. <No.14>「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究 (その 1)」(第１研究グループ 竹
下貴之, 2000.1)
15. <No.15>「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」(第１調査研究グループ 中田哲也、第３調
査研究グループ 権田金治 (東海大学) , 2000.2)
16. <No.16>「THE DEVELOPMENT OF RESEARCH RELATED START-UP - A FRANCE-JAPAN COMPARISON
-」◎(第１研究グループ 前田 昇 (高知工科大学)、Robert Chabbal (CNRS), 2000.4)
17. <No.17>「企業戦略としてのオープンソース -オープンソースコミュニティの組織論と外部資源を利用した研究開
発の発展に関する考察 -」(第１研究グループ 加藤みどり, 2000.7)
18. <No.18>「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究課題評価の仕組みに関する一考察」(第３
調査研究グループ 新舩洋一, 2001.9)
19. <No.19>「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries of the Firm: A Case
Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」 ◎(第１研究グループ 小田切宏之, 2001.9)
20. <No.20>「深海洋上風力発電を利用するメタノール製造に関する提案」 (科学技術動向研究センター 瀬谷道夫、
山口充弘、多田国之, 2002.3)
21. <No.21>「Discussion of Importance Index in Technology Foresight」(科学技術動向研究センター Viayu
CHENG, 2002.5)
22. <No.22>「日本のバイオ・ベンチャー企業 - その意義と実態 -」 (第１研究グループ 小田切 宏之、中村 吉明,
2002.6)
23. <No.23>「The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing: An Empirical Study of
Japanese R&D Investment in the US 技術知識ソーシングにおける海外研究開発活動の役割: 日本企業による
対米研究開発投資の実証分析」(第１研究グループ 岩佐 朋子、小田切 宏之, 2002.6)
24. <No.24>「研究開発における企業の境界と知的財産権制度」 (第１研究グループ 小田切宏之, 2002.10)
25. <No.25>「個人のイノベーションとライセンス」 (第１研究グループ 和田 哲夫, 2002.11)
26. <No.26>「短期多部門計量モデル MS-JMACRO を用いた政府投資乗数の横断的・時系列的な相違に関する検
討」(第１研究グループ 竹下 貴之, 2002.11)
27. <No.27>「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方 - 研究者自身が評価する創
造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査 -」(第１調査研究グループ 和田 幸男, 2002.11)
28. <No.28>「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析」 (第３調査研究グループ 計良 秀美、前田 昇,
2003.2)
29. <No.29>「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究 (中間報告)」 (第３調査研究グループ
前田 昇、向山 幸男、計良 秀美、杉浦美紀彦、岡 精一、俵 裕治, 2003.3)
 講演録
1. 竹内 啓 東京大学先端科学技術研究センター教授
「先端科学技術の社会的影響<動向第 1 回>」(1988.10)
2. 石井 恂 麻布大学教養部教授
「1990 年代の科学技術政策<動向第 2 回>」(1988.10)




5. 西部 邁 評論家
「反原発運動における技術思想について<動向第 4 回>」(1988.12)
6. 平澤 ? 東京大学教養学部教授
「ソフト化社会における政策研究<動向第 5 回>」(1988.12)




9. 梅原 猛 国際日本文化研究センター所長
「日本人の自然観<動向第 7 回>」(1989.2)


























23. Heinz A. Staab 西独マックス・プランク協会理事長
「西独マックス・プランク協会の組織と国際協力における役割」(1990.3)





「文明社会の野蛮人 - 若者の科学技術離れを巡って -」(1991.5)
27. 小山内裕 藤倉電線株式会社取締役研究開発本部副本部長・基盤材料研究所長
「光ファイバーの開発 - 低損失限界への挑戦 -」(1992.4)
28. 渕 一博 (財) 新世代コンピュータ技術開発機構常務理事・研究所長
「第五世代コンピュータの開発 - 未完の革命 -」(1992.5)







32. 伊藤博之 本田技研工業株式会社四輪企画室 (RAD) 参事
「ホンダ・シビックの開発」(1992.2)
33. 神田泰典 富士通株式会社パーソナルビジネス本部副本部長
「マルチメディアとＦＭタウンズ - 認識の本質にせまる -」(1992.9)
34. 王寺睦満 新日本製鐵株式会社技術開発本部設備技術センター所長
「我が国における LD 転炉技術の導入と発展」(1992.10)
35. 相澤 進 セイコーエプソン株式会社専務取締役
「セイコーエプソンにおける技術開発 - 新事業創造の事例と技術開発理念の功罪 -」(1992.11)











「軍用技術から民生技術へ - 戦前日本の航空機産業の転換 -」(1993.4)
42. 石井 裕 NTT ヒューマンインターフェース研究所主幹研究員
「コラボレーションメディアのデザイン」(1992.12)
43. 長谷川龍雄 元トヨタ自動車株式会社専務取締役

















52. 板倉省吾  パスコ副社長
「通商産業省の政策評価 (産業政策と産業技術政策)」(1997.4)
53. Dir. Rosalie T. Ruegg 米国国立標準・技術研究所経済性評価室長
Prof. Philipe Laredo 仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授
「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか - 研究評価から政策評価まで -」(1997.11)









56. Dr. William G. Wells, Jr. 米国ジョージワシントン大学教授
「米国連邦政府における科学技術政策形成」(1998.3)
57. 崔 亨燮 韓国科学技術団体総連合会会長
「韓国新政権下での科学技術関連政策の展開」(1998.6)
58. Prof. Arie Rip オランダ・ツウェンテ大学
「オランダの科学技術政策: 行政と研究を結ぶ中間機構を中心として 〜『社会学的』科学技術政策
研究序論〜」(1998.4)
59. Prof. Sheila Jasanoff 米国ハーバード大学ジョンエフケネディ行政大学院教授
「政策立案者としての科学審議会 〜規制科学 (Regulatory-Science) をめぐって〜」(2000.3)
60. 山本卓眞 富士通株式会社名誉会長
「富士通の企業経営・技術戦略」(2000.2)
61. 関本忠弘 日本電気  取締役相談役
「NEC における R&D 戦略と科学技術政策への期待」(2000.2)
62. 三田勝茂  日立製作所相談役
「日立製作所における企業経営・技術戦略の変遷」(2000.3)
63. 金丸恭文 フューチャーシステムコンサルティング  代表取締役社長
「IT 革命が生み出す新時代」(2000.3)
64. 藤野政彦 武田薬品工業  会長
「技術移転における産官学協力の在り方」(2001.4)








69. 賀来龍三郎 キヤノン  名誉会長
「キヤノンにおける企業経営と技術戦略の変遷」(2000.4)
70. 佐波正一  東芝 相談役
「東芝の技術開発の変遷」(2000.4)
71. 幸田重教 三井化学  会長
「三井化学の経営革新」(2000.5)
72. 楠美省二 アルファ・エレクトロニクス  社長
「アルファ・エレクトロニクスにおける企業経営と技術戦略」(2000.5)
73. 佐々木正  国際基盤材料研究所社長
「企業経営・技術戦略の変遷」(2000.5)
74. 吉田庄一郎  ニコン取締役社長
「ニコンの企業経営・技術戦略の変遷」(2000.7)
75. 藤野政彦 武田薬品工業  会長
「武田薬品工業の研究戦略」(2000.9)















84. 斎藤衛郎 独立行政法人 国立健康・栄養研究所 食品機能研究部長
「機能性食品の研究開発の動向と特定保健用食品」(2002.2)




























「先端科学技術の発展と法律学の諸課題 - ゲノム応用時代の技術と法制 -」(2002.9)
99. 前田 昇 高知工科大学大学院工学研究科教授 (当所客員研究官)








103. 吉田文紀 アムジェン 代表取締役社長
「バイオベンチャーの起業と経営 - アムジェン社の例 -」(2003.2)
その他
1. ソフト系科学技術に関する調査報告書 (第１調査研究グループ, 1989.3)
2. 第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集 [英文] (1990.2)
3. 日本の科学技術政策史 (科学技術政策史研究会編集、科学技術政策研究所監修, 1990.12)
4. NISTEP Review Vol.1 [注](1990.12)
5. 第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] (猪瀬 博、児玉文雄、川崎雅弘
編集, 1991.1)
6. 第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集 [英文] (1991.1)
7. NISTEP Review Vol.2 [注](1992.3)
8. 第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文](岡村総吾、野中郁次郎、村上健
一編集, 1992.3)
9. 第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集 [英文] (1992.3)
10. 日・米・欧における科学技術に対する社会意識に関する比較調査(第２調査研究グループ, 1992.3)
11. 第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス [英文](岡村総吾、坂内富士男、野中郁
次郎編集, 1993.3)
12. 新世紀の深みのある政策展開を目指して - 科学技術政策研究所創立 10 周年記念誌 - (科学技術政策
研究所創立 10 周年記念行事企画委員会編集, 1998.7)
13. 機関評価委員会の結果について 科学技術政策研究所機関評価報告書参考資料 (科学技術政策研究所
機関評価委員会編集, 1999.1)
14. 日独ワークショップ「ハイテク新規事業の課題を国際展開: 日独協力による促進を模索する」 (「ハイテク及
び環境技術」に関する日独協力評議会、科学技術政策研究所他日独ワークショップ事務局編集,
2000.10) [英文]
(注) NISTEP Review は、当所の研究者が外部の研究集会や学会誌等で発表した研究論文を当研究所として取
りまとめたものである。
(2) 顧 問 (五十音順、2003 年 3 月 31 日現在)
生駒 俊明 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科客員教授
川崎 雅弘 宇宙開発委員会委員
佐藤 禎一 日本学術振興会理事長 (2003年1月退任)
末松 安晴 国立情報学研究所長
中原 恒雄 住友電気工業  顧問
中村 桂子 JT 生命誌研究館長
西室 泰三  東芝取締役会長
野中 郁次郎 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科教授
藤野 政彦 武田薬品工業  代表取締役会長
村上 陽一郎 国際基督教大学教授
吉川 弘之 独立行政法人 産業技術総合研究所理事長 (日本学術会議会長)
吉村 融 政策研究大学院大学学長
(3) 機関評価委員 (五十音順、2003年3月31日現在)
委員長 池上 徹彦 会津大学学長
委員 池澤 直樹 野村総合研究所コンサルティング部チーフ・インダストリー・スペシャリスト
委員 鵜野 公郎 慶應義塾大学政策・メディア研究科 教授
委員 笠見 昭信 東芝 監査役会議長 監査役
委員 都河 明子 東京医科歯科大学 留学生センター・教養部 教授
委員 鳥井 弘之 東京工業大学原子炉工学研究所 教授
委員 中島 尚正 放送大学東京多摩学習センター 所長
委員 原山 優子 東北大学大学院工学研究科 教授
委員 松本 和子 早稲田大学理工学部 教授
委員 薬師寺 泰蔵 慶應義塾大学法学部 教授 (2002年12月退任)
(4) 職員名簿
所
属 職 名  氏 名 在 職 期 間
所長   間宮 馨 H13.1.6 〜 H14.7.31
所長   今村 努 H14.8.1 〜
総務研究官   平野 千博 H14.4.1 〜
総務課 課長  青木 章吾 H13.4.1 〜 H14.10.31
 課長  大柴 満 H14.11.1 〜
 課長補佐 併 太田 政孝 H10.5.1 〜 H14.6.30
 課長補佐 併 近藤 正人 H14.7.1 〜
 庶務係長  多田 敏行 H10.4.1 〜 H14.4.30
 庶務係長  小原 洋子 H14.5.1 〜
 専門職  小原 洋子 H14.4.1 〜 H14.4.30
 主任  五島 登美子 H 4.1.1 〜
  併 吉武 みつえ H10.4.1 〜
 経理係長  真保 成男 H11.5.1 〜 H15.3.31
 用度係長 併 太田 政孝 H10.5.1 〜 H14.6.30
 用度係長 併 近藤 正人 H14.7.1 〜
   関屋 忠治 H11.4.1 〜 H14.12.31
   長谷川 隆之 H14.12.1 〜
 自動車運転手  西宮 政明 H12.7.4 〜 H14.7.31
 自動車運転手  野口 晃 H14.8.1 〜
 事務補助員  稲葉 順子 H12.10.24 〜 H14.4.30
 事務補助員  安田 和子 H14.4.1 〜
企画課 課長  斎藤 尚樹 H13.1.6 〜
 課長補佐  宮本 久 H12.7.10 〜 H14.9.30
 課長補佐  廣瀬 登 H14.10.1 〜
  併 松室 寛治 H15.1.1 〜
 国際研究協力官 併 宮本 久 H13.10.1 〜 H14.9.30
 国際研究協力官 併 斎藤 尚樹 H14.10.1 〜
 企画係長 併 宮本 久 H13.4.1 〜 H14.9.30
 企画係長 併 廣瀬 登 H14.10.1 〜
   藤原 志保 H13.4.1 〜 H14.8.19
   樋口 晋一 H14.8.20 〜
 業務係長  宮本 祐吾 H9.1.1 〜
   秋田 のぞみ H13.12.1 〜
 事務補助員  鈴木 恵理子 S61.12.25 〜
情報分析課 課長  深澤 信之 H14.4.1 〜
 課長補佐 併 深澤 信之 H14.4.1 〜 H14.6.30
 課長補佐  太田 政孝 H14.7.1 〜
  併 鈴木 研一 H15.1.1 〜
 情報係長 併 蛯原 弘子 H14.4.1 〜
   神田 由美子 H11.4.1 〜
 分析係長  玉田 勉 H13.1.6 〜 H15.3.31
 調査官  下村 智子 H10.11.16 〜 H14.7.31
 事務補助員  清水 亜矢子 H10.7.15 〜
第１研究グループ 総括主任研究官  小田切 宏之 H13.4.1 〜
 主任研究官  伊地知 寛博 H13.5.1 〜
 研究員  古賀 款久 H9.4.1 〜
 研究員  岩佐 朋子 H13.8.1 〜
  併 根本 正博 H12.4.1 〜 H14.4.30
  併 竹下 貴之 H12.1.1 〜 H15.1.31
 事務補助員  下田 眞奈美 H6.4.2 〜
第２研究グループ 総括主任研究官 併 小林 信一 H12.4.1 〜 H15.3.31
 主任研究官  柿崎 文彦 S63.7.1 〜
   柿崎 文彦 H14.6.30 〜経済協力開発機構へ派遣
 主任研究官  富澤 宏之 H8.10.1 〜
 主任研究官  牧山 康志 H14.4.1 〜
  併 川崎 弘嗣 H13.10.9 〜
 研究員  齋藤 芳子 H13.7.1 〜 H15.3.31
 事務補助員  清水 佳津子 H11.11.1 〜
第１調査研究グ
ループ 総括上席研究官  小嶋 典夫 H12.6.28 〜 H14.7.9
 総括上席研究官  今井 寛 H14.7.10 〜
 上席研究官  和田 幸男 H9.7.1 〜 H14.11.30
 上席研究官  鈴木 研一 H13.4.1 〜
 上席研究官  石井 正道 H14.3.1 〜
 上席研究官  松室 寛治 H14.8.1 〜
 上席研究官  三浦 有紀子 H15.1.1 〜
 上席研究官 併 田村 泰一 H13.11.5 〜 H15.3.31
 研究官  蛯原 弘子 H14.4.1 〜
 研究官  下村 智子 H14.8.1 〜
 事務補助員  大貫 佐知子 H5.7.1 〜
第２調査研究グ
ループ 総括上席研究官 事務取扱 平野 千博 H14.4.1 〜 H14.7.9
 総括上席研究官 併 今井 寛 H14.7.10 〜
 上席研究官  岡本 信司 H12.4.1 〜 H14.5.7
 上席研究官  大沼 清仁 H13.4.1 〜
 上席研究官  川崎 弘嗣 H13.10.9 〜
 上席研究官  渡辺 政 H14.3.1 〜
  併 牧山 康志 H14.4.1 〜
  併 石井 正道 H14.5.1 〜
 事務補助員  大釜 陽子 H11.9.1 〜
第３調査研究グ
ループ 総括上席研究官  向山 幸男 H13.4.1 〜 H15.3.31
 上席研究官  太田 政孝 H10.5.1 〜 H14.6.30
 上席研究官  計良 秀美 H14.4.1 〜
 上席研究官  杉浦 美紀彦 H14.4.1 〜
 上席研究官  近藤 正人 H14.7.1 〜
  併 柿崎 文彦 H9.7.16 〜
  併 松室 寛治 H14.8.1 〜 H14.12.31
 研究官  吉武 みつえ H13.1.6 〜
 研究官  竹下 貴之 H13.4.1 〜 H15.1.31
  併 樋口 晋一 H15.1.1 〜
 事務補助員  三島 眞理 H7.4.10 〜
科学技術動向研究
センター センター長  桑原 輝隆 H13.1.6 〜
 主任研究官  横田 慎二 H13.1.6 〜
 主任研究官  茂木 伸一 H13.1.6 〜
 主任研究官  大森 良太 H14.7.1 〜
 主任研究官  伊藤 裕子 H14.10.1 〜
 研究員  高野 潤一郎 H13.1.6 〜
 研究員  大森 良太 H13.4.1 〜 H14.6.30
 研究員  伊神 正貫 H14.12.1 〜
 上席研究官  根本 正博 H13.1.6 〜 H15.3.31
 上席研究官  山口 充弘 H13.7.1 〜 H15.3.31
 上席研究官  長谷川 明宏 H13.7.1 〜 H14.9.30
 上席研究官  奥和田 久美 H14.7.1 〜
 上席研究官  横尾 淑子 H15.1.1 〜
 研究官  横尾 淑子 H13.1.6 〜 H14.12.31
 研究官  庄司 真理子 H13.2.1 〜 H15.1.31
 研究官  島田 純子 H15.2.1 〜
 事務補助員  早坂 るみ H13.1.6 〜
 事務補助員  山上 奈緒子 H13.1.6 〜 H14.6.30
 事務補助員  喜久川 功 H14.4.1 〜
 事務補助員  小澤 愛 H14.4.1 〜 H15.3.30
 事務補助員  坂本 馨 H15.3.17 〜
(5) 特別研究員 (五十音順)


















上野 元治 (財) 未来工学研究所政策総合研究センター
Edson Kenji Kondo 国連大学高等研究所上席研究員
大見 忠弘 東北大学名誉教授 (未来科学技術共同研究センター客員教授)












小門 裕幸 法政大学教授 (エクステンション・カレッジ長)
小口 信行 物質材料研究機構ナノマテリアル研究所グループディレクター
後藤 晃 東京大学先端経済工学研究センター教授










瀬山 賢治 八千代エンジニアリング  技術本部副本部長
高山 佳奈子 京都大学法学部助教授
多田 国之 東レ  研究・開発企画部主幹
辰井 聡子 桃山学院大学法学部専任講師




中山 保夫 三菱電機  電力・産業システム事業所鉄鋼部専任
西村 睦 物質材料研究機構エコマテリアル研究センターアソシエートディレクター
丹羽 冨士雄 政策研究大学院大学教授






















委員長 総務研究官 平野 千博












1947 年 12 月 経済安定本部資源委員会事務局設置
1949 年 6 月 (資源委員会は資源調査会へ改称)
1952 年 8 月 (資源調査会は総理府の附属機関へ)




1968 年 6 月 資源調査所設置 (科学技術庁資源局廃止)
1988 年 7 月 科学技術政策研究所設置 (資源調査所改組)
2001 年 1 月
中央省庁の再編により文部省と科学技術庁が統合され文部科学省が発足。
(文部科学省の附属機関となる)
所内に科学技術動向研究センターを設置 (第４調査研究グループ改組)
